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巻頭言 

 

 河 信基・INAF顧問 

 我々は世界史の転換点にいる。第二次世界大戦以来の国際秩序を根本的に変えると言わ

れるウクライナ戦争が勃発３年を過ぎ、米露首脳電話会談（２月１２日）で停戦、和平の

基本合意が成り、ようやく終着点が見えてきたからである。 

 ウクライナ頭越しの協議には異論が噴出し、国連の役割が注目されたが、折も折、国連

安保理事会は２月 24日、ロシア軍のウクライナ侵攻後初めて、「戦闘終結」を求める決議

案を採択した。トランプ新政権が提案し、ロシア。中国など１０カ国が賛成して採択され

たが、バイデン前政権の常套句であった「侵略」、「国際法違反」といった対露非難は一切

ない。イギリス、フランスは拒否権を行使することなく棄権した。安保理決議には法的拘

束力があり、同決議がウクライナ問題解決の国際法上の最高規範となる。 

 事実上のＧ３体制の出帆である。米国がロシアはともかく中国と協調するのはありえな

いとの見方が今なお根強くあるが、国際政治力学的にはそれが最も現実的なのである。実

質 GDP で中国が米国を追い抜き、軍事力も米国は中＋露に劣るため、米国の選択肢は自

ずと限られているからである。 

 それに危機感を抱いたバイデン大統領はＮＡＴＯ東方拡大の旗印でＧ７など同盟国、同

志国を糾合して挽回しようとした。その流れに中でウクライナ戦争が勃発したが、ロシア

はバイデンの想像以上に強固であり、中ロを引き離すこともできなかった。逆に、対露経

済制裁ブーメランによる超インフレで自国民から反発を買い、バイデン以下Ｇ７首脳はい

ずれも政権を追われた。 

 反対に、「バイデンの戦争」と批判し、「私なら２４時間で終わらせる」と公約して大統

領の座を取り戻したトランプは、掛け値なしのリアルな力学的な打算に基づくディールを

基本とする。中露を引き離すか、引き離せなければ譲歩するしかない。 

 Ｇ３はそれに適した場なのである。米ソ英首脳が第二次世界大戦後の世界秩序を決めた

ヤルタ協定以上の役割を果たせるかも知れない。トランプは米露中の核軍縮交渉を呼び掛

け、プーチンも乗り気である。中国の反応はいま一つ定かでないが、人類全体にとって福

音となろう。Ｇ３が核軍縮の場となれば、広島、長崎の原発投下で終わり、核開発競争時

代の幕を上げた戦後の悪しき側面に終止符を打つ機会到来である。 

 Ｇ３はまだ形成過程であり、Ｇ２０やＧ７７など国際世論を反映して良い方向に向かう
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ように尽くすことが、我々の役割であり、主体性ではないだろうか。 

 隗より始めよ、との諺があるが、INAF は日朝国交正常化の旗印を愚直に掲げている。

私も李鋼鉄所長との旧縁で参画するようになったが、学界、政界、官界、経済界、言論界

など各界の碩学、有力人士へとその輪が日ごと、確実に広がっていることを実感している。

東アジアの平和、安定、繁栄は夢幻の彼岸ではなく、此岸に在る。隗より始めよ、との諺

があるが、INAF は日朝国交正常化の旗印を愚直に掲げている。私も李鋼鉄所長との旧縁

で参画するようになったが、学界、政界、官界、経済界、言論界など各界の碩学、有力人

士へとその輪が日ごと、確実に広がっていることを実感している。東アジアの平和、安定、

繁栄は夢幻の彼岸ではなく、此岸に在る。 

 グローバル平和戦略研究所（IGPS）所長 
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Ⅰ．AFC７円卓会議 

「東アジア地域協力における朝鮮半島の統一と開発協力」の記録 

 

日時：2024年 8月 9～13日 

場所：チュラーロンコーン大学 (タイ国バンコク市) 

 

主催：関口グローバル研究会 

 渥美国際交流財団 
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第１セッション「北朝鮮経済の現状と開発戦略および政策」 

１．制裁・コロナ時期以降の北朝鮮経済の現状と経済開発 

     齋藤 光位・INAF研究員・ 

   北韓大学院大学博士課程 
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2．斎藤報告・討論 

北九州市立大学 柳 学洙 
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3．経済開発の源泉と対露ミサイル輸出 

日本大学 川口 智彦 
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(本資料は、2024年 8月 10日、AFC7円卓会議における発表で使用したものである。) 
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第 2セッション「周辺諸国と北朝鮮の経済関係と開発協力の可能性」 

1. 問題提起 1 

INAF所長 李 鋼哲 
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2. 問題提起 2 

日本経済研究センター 伊集院 敦 
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3．中国（東北部）と北朝鮮の経済関係と開発協力 

福島大学 朱 永浩 

 

＜発表資料＞ 
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4. 北朝鮮に対する日本の関与とは 

金 崇培 国立釜慶大学 

 

2024年 8月、バンコクにて「東アジア地域協力における朝鮮半島の統一と開発協力」を

テーマとする学術会議が開かれた。この論考では、各報告者の発表内容を踏まえ、東アジ

アと日本、そして北朝鮮を考えるための視点を述べることにする1。 

 

1．東アジアにおける二国間関係 

 

近年の東アジア国際関係の特徴としては多国間的枠組みがあるように見えても、実際に

は二国間関係における変動が大きい。2018年における米朝会談は、韓国の仲介があったと

しても、事の進展は米朝二国間においてなされた。韓国と北朝鮮の関係では、2023年末頃

から北朝鮮が南北における自主的統一でなく、韓国を「敵」とする「敵対的二つの国家論」

が韓国内において争点となった。韓国では北朝鮮を「北韓」と呼称し、北朝鮮は韓国を「南

朝鮮」としながら、南北首脳会談などでは「韓」と「朝鮮」を言及することなく「南」と

「北」とすることで民族の同一性を維持してきた。しかし、北朝鮮は韓国との「特殊関係」

でなく、分離された主権国家による二国間関係を宣言した。 

日朝関係はどうだろうか。北朝鮮の核・ミサイル問題は日本を含め多国間の共通項目で

あったとしても、やはり「拉致問題」は日本にとって最重要案件となっている。米国や韓

国が北朝鮮による日本人拉致問題を取り上げることは多くなったが、すでに拉致問題は北

朝鮮を見る日本国民の代表的な視点となっている。ロシアと北朝鮮の関係は「ロシアによ

るウクライナ侵攻」を契機として、より高まった。冷戦期において北朝鮮はソ連と中国間

の葛藤を認知し、その時々に自国にとって有利となる路線を選択してきた。2024 年 10 月

頃に北朝鮮がロシアに派兵したことで北朝鮮とロシアの関係性は強化された。いつの日か、

ロシアとウクライナ間において平和条約でなく、休戦協定が結ばれるとしても参戦した北

朝鮮の立場が関連してくるだろう。そして中国と北朝鮮の「伝統的友誼」関係である。依

然として両国の関係性は強いが、だからといって、中国の北朝鮮に対する影響力は絶対的

でもなく、時には葛藤的でもある。ロシアと北朝鮮の結びつきが強くなった今日、ここに

 
1 この論考は 2024年 8月 10日、バンコクで開催された AFC円卓会議における筆者の討論

内容を若干、修正・加筆したものである。 
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中国の影響力が働くとは言い難い。しかし中国が北朝鮮を放棄することはない。東アジア

における過度な地政学的変化を望まないのは中国もまた同様である。 

 

2．北朝鮮に対するマクロなアプローチ 

 

社会構成主義とも言われるコンストラクティビズムは、物質的なパワーよりも、アイデ

ンティティの歴史的構成に関心を寄せる。例えば、北朝鮮はロシアの核兵器を脅威として

捉えないが、米国の核兵器には脅威として「認識」する。これは、「核兵器」そのものでな

く、それを所有する者が「誰か」によって変わる。他者との関係性は間主観的なのだ。こ

の理論は「予測」よりも、過去から現在までにおける分析対象の存在様式を「説明」する

ことに重点を置く。コンストラクティビズムは国際関係や国際社会における分析はもちろ

ん一国の動態を観察するうえでも内在的なアプローチといえる。そのため、分析対象の歴

史や公刊された多くの一次資料を探ることとなる。しかし、他国と比べ北朝鮮の各種資料

は透明性に欠けており、また核心的な資料が公開されることもほぼない。 

次に、外在的なアプローチとして「リアリズム」や「リベラリズム」が挙げられる。前

者は国際社会をアナーキーとし、他国に対する信頼よりも自国の「生存」を重視する。一

方、「リベラリズム」は国家間が常に敵対的でなく、協力できる領域があり、経済協力や制

度の強化は相互依存を高めるとする。歴史的考察を含むコンストラクティビズムの観点が

重要だとはいえ、一部の研究者を除いて多くの論者がリアリズムやリベラリズムの観点か

ら北朝鮮を述べる傾向があるのは、北朝鮮という国家体制の特殊性のため、北朝鮮の「内

なるもの」よりも、北朝鮮を「外からみること」の方がアプローチとしては可能であるた

めかもしれない。 

 

3．リアリズムの観点から 

 

 リアリズムも論者によって観点の分類化が進められたが、基本的に国際社会はアナーキ

ーであるため、国家は自国の生存を第一の目標とするという点において異論はないであろ

う。国家がどれほどのパワーを追求するかは、必要程度のもの（ディフェンシブ）、または

どこまでもパワーを追求する（オフェンシブ）という議論もあるが、北朝鮮が軍事力にお

いて大国となるには限界があるならば、自国の生存のために必要限度のものを追求するで
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あろう。リアリズムにおいて国家は安全保障を重視し、そのため可能な範囲で同盟を求め

る。 

リアリズムの一つである siege mentality（包囲心性）は、「敵に包囲されている心性」

を表象する理論である。これは、1980 年代にイスラエルの研究者らによって提唱された。

特徴としては、1）国際社会の意図や形態が自国に対して否定的である。2）外部からの支

援に期待せず、また期待もしない。3）外部の者は自分たちに危害を加える。4）包囲心性

の構成要素は「恐れ」と「不信」にある。イスラエルは核保有を宣言してはいないが、事

実上の核保有国としてされている。 

中東にあるイスラエルの状況から考案された理論を北朝鮮にそのまま適用することは

できないかもしれない。それでも理論はある程度の説明力を与えるものでもある。北朝鮮

もやはり周囲の関係国を完全に信頼していない。北朝鮮にとって中国が 1992 年に韓国と

国交正常化したことは、ある種の裏切り行為でもあった。そして 90年代はまさに北朝鮮の

核開発問題が議論となった。後にクラシック・リアリズムと分類されたケネス・ウォルツ

に言わせれば、多くの国が核を保有することによって、むしろ戦争が起きないとした。元々、

ウォルツは人間の観念よりも、国際社会の不安定さに戦争の要因を見出した。しかし、国

際社会が不安定であっても、結局のところ戦争は自然発生するのでなく、人間の意志よっ

て勃発する。すでに周囲から圧力を受けていても北朝鮮は自国の生存を守ってくれるのは

自国のみと考えており、他国による「核の傘」でなく、核を保有することを生存戦略とし

た。 

 

4．リベラリズムの観点から 

 

 リアリズムが国際社会、または国際政治において国家を唯一のアクター（行為者）とす

るならば、リベラリズムは国家だけでなく、メディアや市民社会、超国家企業など、複数

のアクターを考慮する。そして国家間関係とは戦争に帰着するのでなく、経済的関係性や

相互依存に共存が可能なものとする。リベラリズムは共通する価値や制度によって、国家

間の協力関係を推進できるということだ。リベラリズムが武力を放棄する訳でもない。リ

ベラリズムは自国の独立と領土の安全を前提としているため、国家は脅威にさらされ、危

機的な状況と判断すれば武力を行使する。そこが少なくともアイディアリズム（理想主義）

とは異なる。 
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 日本が提唱し、米国も受け入れた「自由で開かれたインド太平洋」の要素はリベラリズ

ムにある。ただし、民主主義、法の支配、基本的人権というリベラルな価値は、日本国内

用のマイノリティーの人々ではなく、どこまでも国際政治の領域で発信された。これが

「我々」と「我々でない者」を明確にし、国家群のブロックを形成することも事実である。 

 リアリズムは 1950 年代に提唱された理論であった。それに異議を唱える形でリベラリ

ズムが提唱され始めた。北朝鮮を包摂し、多国間的な枠組みによってアプローチする方法

はすでに取られてきた。しかし、今日においてこの二つの大きな潮流を二分化することは

難しい。リベラリズムを自称する国家でさえ、リアリズムという属性を捨てさることはな

い。 

 

5．ロシアによるウクライナ侵攻 

 

 「ロシア・ウクライナ戦争」や「ウクライナ戦争」とも呼ばれるこの戦いは、どのよう

な名称として定着するだろうか。「戦争の名称」はその性質を示すことになる。ロシアとウ

クライナを並列に扱うならば、まずはロシアの先制攻撃を認識しなければならない。また、

「ウクライナ戦争」とは当然であるが、ウクライナが始めたのでなく、ウクライナが主に

戦場になっているという認識を堅持すべきであろう。一方で、この戦争にプーチン個人の

判断が大きく働いたことを見れば、「プーチンの戦争」という名称もあながち間違いではな

い。ただし、いずれにしても派兵することで戦争に直接関与した北朝鮮の名が、ロシアと

ウクライナ間の戦争に含まれることはない。戦争は複雑化したのだ。 

 ロシアによるウクライナ侵攻の際に、すぐさま日本でも東アジアにおける影響が論じら

れた。特に中国や北朝鮮がロシアの動向を自国の論理として利用するというものだ。プー

チンが核の使用を匂わせたことは少なくとも北朝鮮に核への誘惑を一層高めさせただろう。

核開発を推進してきた北朝鮮はロシアの核関連発言を学習したはずだ。中国の台湾に対す

る認識にも変化があっただろう。そして、米国はどのように関与するのか。すでにバイデ

ンは終わり、トランプ政権が始まった。ウクライナに対する持続的な支援は考えられない。

米国の政策変化は、リベラルな国際秩序に共鳴しながらウクライナを積極的に支持してき

た日本にとっても政策の変化を促すことになる。 

 第二次世界大戦が終焉した 1945 年は国連憲章を見ての通り、リベラリズム的な要素を

含んでいた。そして日本国憲法前文には「われらは、平和を維持し、專制と隷從、壓迫󠄁と
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偏狹を地上から永遠󠄁に除去しようと努めている国際社会において、名譽ある地位を占めた

い」とある。これは武力行使を念頭に置いたものではないが、「権威主義的なるもの」に立

ち向かう国際社会と日本の関係性を示している。だが、国際社会はウクライナへの間接的

な援助を行っていても、ロシアによるウクライナ侵攻を停止させ、少なくとも 2014年のロ

シアによるクリミア半島の併合まで時を戻すことはできない。国際体制の不安定さを感知

する政治指導者らは、究極のところ自国の安全保障の強化へと進む。それは依然としてリ

アリズムの観念が主要な原則であることを示唆する。 

 

６．日本の課題 

   

 朝鮮半島の統一や開発協力が東アジアにとって重要なテーマであることは言うまでもな

い。これはリベラリズム的なアプローチによるものであろう。一方で、北朝鮮による物理

的な現状打破を抑制しなければならないことも事実である。日本はどのように北朝鮮に関

与すべきかであろうか。画期的な提案は難しいが、確認すべき点がいくつかある。第一に、

核問題の位置づけだ。おそらく国際社会ではこれを優先的な課題としているだろう。過去

の戦争にて実際に使用された核による被害は日本民族だけでなく、中国大陸や台湾からの、

そして朝鮮半島の民族もまた巻き込まれたという点で東アジアの問題でもある。そのなか

でも、日本は間違いなく唯一の被爆国である。核問題に対する記憶と経験を有する日本の

役割は決して小さくはない。 

第二に、日朝平壌宣言の内容である。今でも有効である平壌宣言には、1965年の日韓基

本条約や付随した協定などには存在しなかった「過去の植民地支配」という文言がある。

日朝間では、国交正常化交渉において、すでに植民地問題を明確に打ち出しており、日本

は「経済協力」にも言及した。たとえ、経済協力の性質が「賠償」という法的なものでな

くとも、道義的に規定された意味は大きい。1945年以前の朝鮮半島と現在の北朝鮮の歴史

において日本という存在は北朝鮮のアイデンティティにあるのだ。 

第三に、日朝交渉の入口として設定された拉致問題を再考する必要もある。拉致問題に

対して北朝鮮が関与を明確にしたが、その後の北朝鮮の対応に問題があったのも事実だ。

だが、北朝鮮による拉致の認定からすでに数十年経過した今、ここまでの膠着化を予期す

ることもできなかった。拉致問題は北朝鮮に対する日本のナショナリズムを引き起こすこ

とになったが、日朝交渉の入口となった状況に対して、戦略の転換をも考えなければなら
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ない。 

第四に、日米関係である。周知のように北朝鮮が最も意識する国は日本や韓国でなく、

米国である。ならば日米関係の枠組みからも考える必要もある。過去、冷戦期において日

本の「進歩」や「革新」勢力は安保だけでなく、日米関係の存在自体に懐疑的であった。

しかし、今日の日本における「リベラル」勢力は、日米関係の断絶などを考えてはいない

だろう。同盟が長く続く理由は、米国においても相対的に利益があるということ、そして

「同盟による経路依存」を断絶することもまた簡単ではないということだ。同盟を形成す

る国家間にパワーの非対称があっても、ミクロな各分野の関係がすべて従属的あることを

意味しない。日本が米国との同盟関係において、誘導、主導、調整することは、「日本外交

の主体性」にかかわる問題でもある。 
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Ⅱ．第 2 回東北アジア未来国際フォーラムの記録 

「激変する国際秩序の中の東北アジア地域協力可能性と課題」 

日時：2024年 11月 16～17日 

場所：石川県青少年総合研修センター第１研修室 

 

主催：一般社団法人・東北亜未来構想研究所（INAF） 

共催：早稲田大学東アジア国際関係研究所 

モンゴル北東アジア安全保障戦略研究所 
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2024.11.30 

第 2回東北アジア未来国際フォーラム 

「激変する国際秩序の中の東北アジア地域協力可能性と課題」の報告 

李安（An Li） 

INAF研究員・筑波大学大学院博士課程 

 

去る 11 月 16日（土）、金沢市にある石川県青少年総合研修センター第 1 研修室で表記

のフォーラムが開催された。本フォーラムは、新しい多極化した世界秩序の模索期に突入

した世界情勢の中で、国境を越えた東北アジア地域協力の可能性を探るための議論を交わ

し、新時代を切り開くための知的創造を目指すことを趣旨として開催された。 

本フォーラムは現地での対面式と Zoomを使用したハイブリッド式で進められた。出席

者は、同研究所の役員（理事・顧問など）や研究員を中心に、共催の早稲田大学東アジア

国際関係研究所の劉傑所長と、同じく共催のモンゴル北東アジア安全保障戦略研究所

=MINASS（以下、MINASS）の N.ドルジスレン所長を含め、対面 25人、オンライン 20

人の計 45名の日本・中国・韓国・モンゴル出身の専門家が、「激変する国際秩序の中の東

北アジア地域協力可能性と課題」をテーマに報告・交流を行った。 

 

午前中の開会式では、朴香花・INAF 事務局長が総合司会を務め、平川均・INAF 理事

長が開会の辞を述べ、引き続き桑原豊・INAF 顧問・元衆議院議員と岩本荘太・INAF 顧

問・元参議院議員・元石川県副知事が挨拶を述べた。 
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左が李鋼哲・INAF代表理事兼所長、右が N.ドルジスレン・MINASS所長（李秀杰记者撮影） 

 

第 1部では二人の基調講演が行われた。 

金泳鎬・INAF 最高顧問・元韓国産業資源部長官は「東北アジアのサンフランシスコ体

制を越えて—市民版「ダーバン体制（Durban System）」を目指して—」という題で基調講

演を行った。歴史的視点からアプローチして、日韓 65 年体制とその根底にあるサンフラ

ンシスコ体制の問題と彼自身のそれらの体制を越える取り組み、及びダーバン体制などの

内容と経緯を説明した。「サンフランシスコ体制は、太平洋戦争に対する罰を与える条約で

はなく、新しい中国とロシア、北朝鮮も含めて、アジアの共産主義に対抗する軍事的目的

で作られた体制」とし、そのまま戦前の戦争勢力と共に、「歴史の問題を全部棚上げにして、

精算することはできなく、昔の歴史を高く評価するということは大きな問題の一つ」と指

摘した。一方で、2001年 8月に南アフリカのダーバンで開催された国連主催で、150ケ国

ハイ・レベル代表による「反人種主義・差別撤廃世界会議」（「ダーバン体制」）は奴隷制度

と植民地制度を正面的に批判して、それを克服しようとする国際秩序を作るものだと評価

した。なお、日中韓３カ国は現在ある意味其々が「井戸の中の鯨」であり、過去が未来を

支配しているとし、「飛ばないと道に迷う」というのが今の北東アジアの状態であると指摘

した。 
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金泳鎬・INAF最高顧問・元韓国産業資源部長官の基調講演（李秀杰记者撮影） 

 

次に、劉傑・早稲田大学東アジア国際関係研究所所長・教授は「日中関係の再構築『人

脈』から『知の共同体』へ」という題で基調講演を行った。講演では、「今までの日中関係

は人脈に依存していたが、大きな転機が訪れたのは 2006 年の安倍晋三首相の中国訪問で

あって、一つの転換点と見ている」との見方を示し、2006年以降の日中における戦略的互

恵関係について、その後の日中関係を規定するものとし、長期的、世界的、将来的な日中

関係でお互いに利益になるような関係と、日本の中国に対する友好的な姿勢に変わる、主

張する外交の意味合いを込めていると述べた。また、それまでの日中関係は、過去の歴史

を乗り越えることと、人間のネットワークに基づく友好関係の構築、人と人とのつながり・

感情的な部分・国民感情の部分がより重視された構造的な関係であったため、その人脈に

おける重要性について、劉氏は戦前の外交官達、特に芳沢謙吉・有吉明・石射猪太郎の主

張と対中外交、及び戦後の中国大使小川平四郎などの活動を紹介して、彼らの思想と取り

組みが戦後の対中外交と日中関係の展開に繋がる話をした。最後に、日中における戦略的

互恵関係を確実なものにするには、今後は「知の共同体」を創くるべきと主張し、そのネ

ットワークを維持することによって将来につなぎ、日本研究を各国研究者が共同で作り上

げ、東アジアないし世界で共有することを提案し、「今日のようなシンポジウムは、まさに
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そのような一つの努力と思っている」と締めくくった。 

 

劉傑氏・早稲田大学東アジア国際関係研究所所長・教授の基調講演（李秀杰记者撮影） 

 

午後からは三つのラウンド・テーブルが設けられた。 

ラウンド・テーブル I では、「日中関係 150 年プロジェクトー日中関係の歴史的な検証

―」を主題として行われ、佐渡友哲・INAF 常任理事・日本大学大学院元教授と白春岩・

INAF理事・昭和女子大学講師がファシリテーターを務めた。 

第一報告では、李鋼哲氏が「毛沢東の対日認識と日中関係」というテーマで報告した。

氏は、「中国共産党政権の真実を分かったうえで、日中関係を構築することが重要」と主張

した。そして、「合従連衡」と「統一前線」、近代のマルクス・レーニン主義路線、中国共

産党の「三大法宝」（統一戦線、武装闘争、党の建設）を説明したうえで、抗日戦争期の毛

沢東は、「日中戦争を戦略的な見地から共産党が国民党から政権とるために利用できる駒

として見ており、結果的にその通りに展開された」とし、「毛は、世界戦略を常に考えてお

り、世界のリーダーとして世界で共産主義を実現することが目的だったため、中華人民共

和国建国後は、日本の左派勢力も統一戦線の対象とみなし、世界革命の一環として、日本

でも社会主義革命を起こす考え方で宥和政策をとり、国交正常化時も戦争賠償金請求権を

放棄した」と述べた。毛は「二分論」を用いて、軍国主義者を打撃して日本人民を味方に

つけるというのが基本的な認識と戦略だとし、1960年代以降ソ連との関係が悪化した後、

毛は焦点をソ連に絞り、アメリカとの和解を実現して、日本とも和解を実現したと分析し
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た。氏は、毛の思想や認識の中には近代的な国民国家観が形成されていないという見方を

示し、「いわゆる帝王思想という感じで世界を見ていて、その中で日本は一つの「朝貢国」

としての考え方だったんじゃないか」と結論付けた。 

討論者として林泉忠・INAF理事・東京大学東洋文化研究所特任研究員がコメントと質問 

をし、質疑応答がなされた。 

 

第二報告では、兪敏浩・INAF 理事・名古屋商科大学教授が「鄧小平の対日認識と日中

関係」というテーマで報告した。氏は、鄧小平は日中関係を重視しており、五六十年代に

毛沢東の対日認識の影響を強く受け、70年代は独自の対日認識を形成して経済重視の観点

から、経済力と実力から日本を評価したとし、70年代は「日本を経済的に成功した先進国、

有効な経済技術協力の対象国と見なし、対日外交政策活動の重点が、反覇権条項を盛り込

んだ日中平和友好条約の締結に置かれた」と述べ、「これは毛沢東の三つの世界論の文脈で

日本を第二世界の一員として位置づけ、ソ連に対抗して連携すべき対象という認識が鄧小

平の日本観の基本をなしていた」と結論づけた。80年代の改革開放期の鄧小平は中国を世

界強国の一員にするため、「戦争と平和問題」から「開発問題」に関心をシフトし、日本を、

「反派権問題で共通の戦略的利益を有する連携すべき対象」、「近代化モデル」、「中国に極

めて有効な世論がある国」とみなし、「戦略的にも経済的にも日中は協力できる余地が大き

い」と考え、「日本人の中国に対する特別感情（友好の心情）を期待できたことが、鄧小平

の近代化戦略において日本がとりわけ重要な位置を占めた直接的な原因」と指摘した。 

討論者として段瑞聡・慶応義塾大学教授がコメントと質問をし、質疑応答がなされた。 

 

第三報告では、李昊・東京大学大学院法学政治学研究科准教授が「習近平の対日認識と

日中関係」というテーマで報告した。報告では、習近平はナショナリストであり、「中華民

族の偉大なる復興」で頭が支配されているとし、習の世界観については、被害者ナショナ

リズムが、大国ナショナリズムと民族文化ナショナリズムへ変化しているため、強権的な

態度が出てくるうえ、外国に対して強い疑念と不信感が存在すると指摘した。習はアメリ

カとの関係のレンズを通じて、他の国との関係を決めるため、日本との関係について、習

は日本に対して特別な思い入れがなく、感情的に親日でも反日でもなく、被害者意識もネ

ガティブなイメージも強くないと述べた。しかしながら、氏は李強総理を例に挙げて、習

近平の人脈の中心には地方幹部出身者が多く、彼らは経済発展に強い関心を持ち、日系企
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業の重要性を良く分かっているので、習はビジネスの関係において日本との関係の重要性

についてよく理解していると分析した。なお、習の対抗勢力の不在によって対日政策は彼

の意向が反映されやすく、習は台湾問題は譲れないが、靖国神社を参拝するようなことが

ない限り、歴史問題には関心がなく、琉球に関心があると指摘した。結論として、日中関

係は安定していて長期的には低空飛行と分析した。 

討論者として、深町英夫・INAF 理事・中央大学教授がコメントと質問をし、質疑応答

が行われた。 

 

第四報告では、王培璐・INAF研究員・早稲田大学大学院社会科学研究科博士課程が「文

化大革命の中の日本人特派員と中国報道 『朝日新聞』秋岡家栄特派員を中心に」という

テーマで報告した。報告では戦時中に中国で学び、1970年文化大革命の報道規制の中で唯

一の北京特派員であった朝日新聞の秋岡家栄という人物に焦点を当て、彼が文化大革命期

にどのような中国認識を持ち、どのように日本に中国の姿を伝えようとしたのかを考察し

た。氏は、「日中記者交換」、「中国政府の報道規制」、「共産党中国に対する認識」三つの事

例を取り上げ、「秋岡は文化大革命を人民の闘争として肯定的に評価し、中国共産党の政権

が新しい中国を築いたことを称賛した」と述べ、秋岡の報道は毛沢東や共産党に対する強

い賛同を示していると分析した。なお、王氏は、「秋岡は周恩来との会話や接触を通じて、

自身が日中友好の橋渡しの役であると強く認識していた」と述べた。 

討論者として、松本理可子・INAF理事・（一社）中国研究所研究員がコメントと質問し、

質疑応答が行われた。 

 

ラウンド・テーブルⅡでは、「世界の多極化と東アジア国際秩序の変容」を主題として各

専門家たちが報告・討論し、平川均氏がファシリテーターを務めた。 

問題提起１では、三村光弘・INAF 常任理事・新潟県立大学教授が「朝鮮半島の平和と

国際協力 多極化時代の地域協力の方向性」という題で報告した。報告では BRICS の進

展をはじめ、今年に日韓と経済的関係の深い ASEAN の主要国が BRICS のパートナー国

になったことで、米中両建て路線に移行したことが可視化され、アメリカの関係で、今後

ASEAN+３のサプライ・チェーンへの影響が出る可能性があると分析し、各国の利益に沿

う形での新たな対米関係樹立の可能性がクローズアップされていくと推測した。日韓の立

ち位置として、北朝鮮に核放棄をさせるには、アメリカと仲直りさせなければならないと
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し、朝鮮戦争の休戦協定を平和協定に転換するということをやったうえで、核放棄をして

もらうこと、そして日本は北朝鮮と国交正常化できる方向にいくべきことを述べ、日韓や

ヨーロッパも既に動いているがアメリカだけ北朝鮮は認めないという傲慢な態度を捨てら

れないでいると批判した。さらに、北朝鮮は日韓を核攻撃する能力はあるため、「吸収統一」

以外の「冷たい和平」を基調とする共存策を強調していく必要性が出てきていると主張し

た。アメリカの外交方針や、米中関係の悪化、特に経済安全保障の形をどこまで協力に推

進するかなどについて、トランプ政権と後の政権ではあまり変わらないとし、日朝国交正

常化に近づけていくということはあり得るという見方を示し、「核放棄に至るまでの移行

過程で、どういう風に両国間の関係を近づけていくのかというのが知恵の出しどころ」だ

と述べた。結論として、日韓の協力関係は非常に重要であり、日韓がワンボイスで中国に

対して国際公共財を提供するよう要求する方向に持っていく方がいいと主張した。 

 

問題提起 2 では、石川幸一・亜細亜大学特別研究員が「ASEAN の BRICS への接近と

新しい国際秩序」という題で報告した。報告で、BRICSの発展過程を説明し、今年 1月の

BRICS の世界経済 GDP に占めるシェアは 26%であり、EU とアメリカを抜いていると

し、今年 10月の第 16回 BRICS首脳会議において、パートナー国制度が創設され、「共同

宣言は、一方的な共生措置が世界経済や国際貿易に及ぼす影響を懸念する、即ちロシアに

対する金融制裁の抜け道をつくることという意図を示した」と紹介した。中国も米中対立

の中で、自分の味方を少しでも多く作りたいという意図が込められていると述べた。そう

した中で、マレーシア、インドネシア、タイ、ベトナムは、均衡戦略を取り、「アメリカ主

導の枠組みに入っていると同時に BRICSにも入っていることは、BRICS加盟によって貿

易や投資が増え、発言力が強くなる」期待によると指摘している。また石川氏は、東アジ

アの協力枠組みを紹介したうえで、ASEAN主導の枠組み EASに日本、中国、韓国、ASEAN、

インドが全部入っていることを例に挙げ、ASEAN が中心の枠組みができていると指摘し

た。なお、過去二三十年は中国主導で東アジアが成長してきたが、米中対立による経済的

なデカップリングと人口動態により、中国から ASEANへのシフトが起きていると指摘し

た。その理由として、北東アジアは少子高齢化が進んでいるが、ASEAN は少子高齢化の

スピードが遅く、人口も 2050 年まで増えていくため、中国は経済成長率が下がっていく

のに対して ASEANは経済成長が続くためと述べた。 

 問題提起報告に対して、パネリストとして、N.ドルジスレン、矢嶌浩紀・INAF 理事・
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元 NHK World News副部長、Sh・エンクバヤル・INAF副理事長・新潟県立大学教授、

堤一直・INAF理事・慶熙大学日本研究所首席研究員、中藤弘彦・INAF理事・株式会社 J 

& Resource Japan代表取締役、杜世鑫・INAF研究員・行知学園講師がそれぞれ討論を行

った。 

 

ラウンド・テーブルⅢでは、「コリアン・ディアスポラー越境アクターとしての朝鮮族の

役割―」を主題として各専門家たちが報告・討論を行った。森田聡・INAF監事・北陸大学

経済経営学部准教授と兪敏浩氏がファシリテーターを務めた。 

基調報告は、金光林・新潟産業大学教授が「グローバル社会における朝鮮族コミュニテ

ィー」という題で報告した。報告で、中国の朝鮮族の人口とその変遷、海外移住による朝

鮮族共同体の変化などを含む朝鮮族における全体の流れを紹介した後、日本の朝鮮族団体

活動の特徴を説明した。中国における朝鮮族の人口は 2000年にそのピークの 192万人に

達したが現在では約 170万人と減少している。金氏はその原因の一つとして海外移住を挙

げた。2022 年の統計によると、韓国には帰化した人を含め、62 万人の朝鮮族が居住して

おり、日本にも約 7万人の朝鮮族が存在すると金氏は推定し、北米特にアメリカにも約数

万人の朝鮮族が居住していると紹介した。在日朝鮮族について、アイデンティが重層化し

ており、華僑・華人と韓人・朝鮮人としての顔を其々持つと指摘した。最後に、朝鮮族と

して残すべき資産として、グローバル社会に広いネットワークを持ち、多言語能力を有し

て多文化にも慣れている資質を次世代へ受け継がせることと、グローバル社会における自

分たちの生存能力を高めてくれる、中国・朝鮮半島・日本を跨ぐ人的ネットワークを続け

ていくべきことを主張して締め括った。 
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金光林・新潟産業大学教授の基調報告（李秀杰记者撮影） 

 

基調報告を受け、パネリストとして、李鋼哲氏、金雪・大阪経済法学大学アジア研究所

研究員、朴香花氏、李秀傑・INAF理事・(株)アジアン・ブリッジング・ディレクターズ代

表取締役、許寿童・INAF理事・海南省三亜学院大学教授、韓承軒・INAF研究員などがそ

れぞれ発表と討論を行った。 

最後の閉会式では、N.ドルジスレン氏と李鋼哲氏が其々挨拶をした。ドルジスレン氏は、

今後民間の研究所、モンゴルの沢山の若い人にも参加していただきたいと述べ、長い付き

合いができたらと今後に期待を込めた。李鋼哲氏は、参加者に対して「感動、感激、感謝」

と御礼を示し、同フォーラムを来年はモンゴルで開催し、再来年は平壌で開催し、東北ア

ジア諸国でローテーション開催する予定であると、今後のビジョンを示し、閉会した。 

その後は懇親会を開催し、和やかな雰囲気の中で、参加者同士の交流を深めた。 

 

 

 

 

 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

59 

 

開会の辞 

平川 均 INAF理事長 

 

皆様、おはようございます。INAFの平川です。 

INAF を代表して第 2 回東北アジア未来国際フォーラム：「激変する国際秩序の中の東

北アジア地域協力、可能性と課題」の開催に当たり、ご挨拶をさせて頂きます。 

 先ず、東北亜未来構想研究所(INAF)について簡単に振り返らせて頂きます。INAF は、

2020年 10月 1日、新型コロナ感染症が猛威を振るう中で、所長の李鋼哲さんが東北アジ

ア地域の人々の豊かな共通の未来を築くことに貢献したいとの強い思いの中で発足しまし

た。それから丸 4年が過ぎました。10年を一期とすると、今年度は第 1期の前半が終わる

年となり、INAFにとって第 1期前期を締めくくる重要な年となります。 

この間、INAFは、東北アジアのほぼすべての国から、また世代を超えて、政治、経済、

社会、文化など様々な分野で最先端にあって東北アジアに研究と関心を持たれている方々

が集う組織として成長してきました。活動面では、研究会をほぼ月例で開催するまでにな

り、また国際会議は昨年のソウルに続いて、今年度はここ金沢で開催するまでになりまし

た。 

さて、眼を世界に転じますと、2010年代後半以降、世界は米中対立、コロナ・パンデミ

ック、20年代に入ってロシア軍の侵攻によるウクライナ戦争、イスラエル・ハマス戦争と

イスラエルによるパレスチナ人の大量虐殺など、20 世紀の 2 つの大戦後に生れた世界秩

序が公然と破られる事件が続いています。東北アジアと深く関わっては、現在、米中対立

による政治的、経済的デカップリングが進行するだけでなく、北朝鮮の核開発とロシアの

軍事的連携が進み、つい先週にはアメリカ大統領選でのトランプ勝利などがあり、この地

域の不確実性はいっそう高まっているように思います。 

 しかし、今こそ確認しなくてはならないのは、地域の信頼構築を通じた平和と繁栄の重

要性です。そのために INAFの活動の意義はいっそう高まっていると思います。 

 本日のフォーラムでは、午前のご講演者のＩNAF最高顧問・元韓国産業資源大臣・慶北

大学名誉教授の金泳鎬先生、早稲田大学教授・東アジア国際関係研究所所長の劉傑先生を

はじめ、午後には 3つのセッションで東北アジア、東南アジア研究の最前線で御活躍され

ておられる先生方が登壇されます。フォーラムは長時間、高密度のご研究成果が発表され

ます。皆様方には、時間的制約の中でのご講演、ご報告となりますが、宜しくお願い致し
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ます。本フォーラムが知識はもちろん相互理解と認識の深まりに向けてパッションを共有

する場となることを願ってやみません。 

 最後になりますが、共催団体として早稲田大学東アジア国際開発研究所、モンゴル北東

アジア安全保障戦略研究所が、また後援団体として全日本中国朝鮮連合会・朝鮮族発展基

金会、北東アジア学会、渥美国際交流財団、北陸中日新聞社、東亜新聞社がご支援くださ

っています。その他、後援団体では株式会社 DGIFOCUS社、株式会社 AKS Trading、公

益財団法人・石川県国際交流協会等の各団体からもご支援を頂いております。厚く御礼を

申し上げます。以上をもちまして、私からの挨拶とさせていただきます。 
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第Ⅰ部 基調講演 

1．東北アジアのサンフランシスコ体制を越えて 

ㅡ市民版「ダーバン体制（Durban System）」を目指してㅡ 

 金 泳鎬 慶北大学 名誉教授 

 

はじめに 

  なぜ戦争、気候変動、経済協力などの緊急問題を迂廻して、歴史問題からアプローチす

るのか。 

  東北アジアのサンフランシスコ条約体制と南ア共和国ダ-バン会議―ダ-バン体制 

  2024年 10月 26日、英連邦サミト 56ケ国会議で、“奴隷貿易、掠奪、拉致などに対す

る賠償正義”を要求。 

2001年 8〜9月、国連主体(コフィー・アナン事務総長)で、150ケ国ハイレベル代表によ

る人種差別撤廃に関する世界会議を開催。会議では、奴隷制と植民地主義は「人道に反す

る罪」(clime against humanity)とする「ダーバン宣言」を発表。 

2014年、カリブ共同体(CARICOM)会議で「ダーバン宣言」に基づいて、10ヶ条行動プログ

ラム」を発表。 

  2021年、国連総会で、人種差別撤廃世界会議(ダーバン会議)の 20週年記念式と宣言文

採択、「すべての差別に対抗しよう」。 

 2023年、ブリュッセルで、EUとカリプ海 59 ｹ国サミト開催、「ダーバン宣言」の賠償正

義概念を積極支持。 

 

１．日韓 65年体制を超えて 

 2010年、日韓知識人 1000人が「共同宣言」発表。『日韓基本条約』第 2條は「すでに

無効である」の意味？国会解釈改正論。中国の日本史・朝鮮史研究者 400人が支持を表

明。 

 日本では管直人氏が総理談話を発表。「村山談話」-「小渕，金共同声明」 

を遙かに乗り越える内容。 

  2011年、韓国の憲法裁判所の慰安婦裁判、日本最高裁判所の旣判例尊重からの離脫 

  2012年 韓国大法院の徴用工裁判   

    2018年 韓国大法院の徵用工裁判では、「日本の不法な植民支配に対する賠償の請求
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に関する協定ではなく、基本的にサンフランシスコ条約第 4条に基づく韓日両国間の財政

的、民事的、債券債務関係を政治的合意によって解決するためである」と説明。   

      － 日本の法律家 170人がこの裁判を支持する声明。 

    2015年 安倍總理談話 

    2023年  尹大統領の大罪 

 

２．サンフランシスコ体制を越えて 

    2016年 Colombia Univ. Conference 1 (米、中、日、韓、加から参加) 

    2017年 Univ. of Pennsylvania Conference 2 

    2018年 武漢大学 Conference 3 (米、中、日、韓、加、露から参加) 

    2019年 Koreana Hotel  Conference 4 

    2019年、「日韓市民平和宣言」、「日韓知識人共同声明」を支持. 

「政府の敵つくりから市民の友達つくりへ」。 

    2023年 高麗大学 Conference 5 

      Versailles講和条約と San Francisco講和条約の差異 

      Francis Ray，Manley O Hudson，和田春樹、戸塚悦郎などが国際法正義具現のため

活躍。 

  産業化-民主化-市民社会のサンフランシスコ体制との衝突。  

            -東北アジア人権問題の裁判を求める 

      Unsolved Problems 

 

３．市民版「ダ-バン体制」を目指して、-Civil Asiaの夢 

  (1)日中韓の個人請求権の確立 

    中国人强制連行、强制労働問題(花岡、西松、三菱マテリアル)解決の前提 

  (2)9条の会：日本市民革命論 

     ダボス世界経済フォーラム規模の世界平和フォーラム開催と東アジア市民憲章制

定を提起。  

  (3)中日韓協力事務所、3ヶ国サミット、東北アジア地方自治団体連合会(NEAR） 

   2024年 5月 27日、日中韓 3カ国ソウル・サミトで、３国協力の制度化と高い水準の 3

カ国 FTA協定の交渉再開で合意。 
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   Asia of locals、RCEP(域内包括的経済連携協定)、IPEF 

  (4)「井戸の中の鯨」=「過去が未来を支配する」(T. Piketty) 

    If we teach todays student as we taught yesterdays, We rob them  

of tomorrow (John Dewey）  

      Thousands of Lights stay woke 

     “Wir sind das volk“ (East German) 

 最近ナチ復活を反対するベルリン 15万人市民のテモ 

     Electoral Autocracies- 政治リスク、米国キャッチ・アップ論の後退、 

人口の 42%は 140$以下 

   「清算されない過去からの悪臭」(Günter Grass) ＊1999年ノーベル文学賞を受賞 

「過去からの自由」(2015世界知識人共同声明) 

 

 結びに替えて 

 San Francisco System 2.0 or Durban System 2.0? 

  条約前文で「国連憲章の原則を遵守し、世界人権宣言目標の具現につとめる」と書いて

いる。    
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第 3部 世界の多極化と東アジア国際秩序の変容 

 

1．朝鮮半島の平和と国際協力 

−−多極化時代の地域協力の方向性— 

三村 光弘 新潟県立大学 

 

はじめに 

⚫ 2024年 10月、ロシア・カザンでの BRICSサミット 

➢ BRICS 拡大が東アジアに到達＝インドネシア、マレーシア、タイ、ベトナム、

CPTPP加盟国のうち、マレーシアとベトナムが BRICSに 

⚫ 米英欧のシステムを使わずに国際経済を動かす初歩的準備が整った BRICS 

➢ カザン宣言では BRICS クリア、ブリッジ、ペイ、ユニット、保険、格付けなど

貿易、決済、通貨に関する機能、穀物取引所、産業運輸インフラ、デジタル環境

の共同整備など、これまで米英欧が提供してきた国際公共財の代用となるような

システム構築が立ち上がったと主張 

⚫ 多様なメンバーからなる BRICS 

➢ G7や EU、NATO、日米、韓米同盟のような強い縛りのない組織の弱さとしなや

かさが、BRICSの特徴と言える 

 

1. 世界の多極化が東アジアに与える影響 

⚫ 日韓と経済的関係の深い ASEANは、主要国が BRICSパートナー国になることで、

米中両建て路線に移行したことが可視化 

⚫ 難しい米中関係が経済安全保障の強化を通じて日韓中のサプライチェーンの維持・拡

大を困難にしつつあることから考えると、ASEANプラス 3（ASEANと日韓中）のサ

プライチェーンにも今後影響が出てくる可能性 

⚫ 米国と同盟関係を有する日韓とそうでない米国の友好国（タイ、シンガポール、イン

ドネシア、ベトナム）の間で、対米政策の自由度に差が出てくる可能性→これまで相

対的に有利な立場にあった日韓に困難がもたらされる可能性も→各国の利益に沿う

形での新たな対米関係樹立の必要性 
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2. 朝鮮半島の平和と日韓の立ち位置 

⚫ 北朝鮮の核問題は、米国が北朝鮮の存在を認め、崩壊ではなく、平和共存を前提とす

る新たな米朝関係が樹立されることが解決の前提。日本や韓国、欧州はすでにその方

向性だが、米国だけが傲慢な態度を捨てられないでいる 

⚫ 北朝鮮はすでに、日韓を核兵器、通常兵器で攻撃する能力を有しており、米韓の先制

攻撃をロシア（および中国）との同盟関係で抑止できるため、朝鮮半島で戦争はもう

起きない→韓国は「吸収統一」以外の「冷たい和平」を基調とする共存策を強調した

新たな対北政策を樹立する必要 

⚫ 北朝鮮の核問題では、日本は戦術核を含めたすべての核を放棄することを要求する点

では韓国と同じであるが、核を持つに至った北朝鮮に対して、日朝間の対話や関係改

善を通じたリスクコントロールも必要と考える日本と、米韓同盟（あるいは日韓米協

力）を通じた圧力がより必要であると考える韓国との立場の違いがある→韓国の現政

権の傲慢さが目立つ 

⚫ 日朝国交正常化とその後の日本の北朝鮮に対する経済協力の提供→現状では人道支

援に限られるが北朝鮮国民の必要とする病院や保健施設の建設など、できることは少

なくない 

⚫ 韓国は北朝鮮の実効支配領域も自国領であると規定している以上、北朝鮮に関連する

さまざまな事象についても自国がコントロールすべきであるという気持ちが強く、北

朝鮮は韓国とは異なる国家であるという日本の立ち位置と矛盾→憲法 3条改正が無理

としても、現実的な政策を取る必要性 

 

3. 今後あり得る変化と日韓の協力方向 

⚫ 米国の外交方針の変化と同盟関係の変化 

➢ 第 1期トランプ政権期に日韓は在日、在韓米軍の撤退をちらつかせ、より多くの

投資を求める米国の圧力に直面した経験 

➢ 米国が北朝鮮の非核化について、自国に飛来する可能性のある核兵器を廃棄させ

ることに注力するあまり、日韓に対する核の脅威に鈍感になる可能性 

➢ 北朝鮮とのいわゆる「ディール」 

⚫ 米中関係のさらなる悪化と経済安全保障の強化 

➢ 日韓中のサプライチェーンが機能しなくなる可能性 
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 日韓の対中貿易に対する規制、対米輸出における原産地規制の強化 

➢ 粤港澳大湾区や中台両岸の経済発展のダイナミズムの喪失 

➢ 米国の中国に対する制裁強化が中国の対北朝鮮国際的制裁履行への動機を失わ

せる可能性→朝ロ中ブロックの誕生→BRICS を主たる市場とするブロックへの

拡大 

⚫ 日朝国交正常化 

➢ 韓国は 1980 年代の終わりから 90 年代の初めにかけて北方外交を通じて、東側

諸国と国交正常化。北朝鮮は日米との国交はまだ 

➢ 北朝鮮の核放棄には、日米との安定した政治的関係の存在は不可欠 

 

おわりに 

⚫ 良好な日韓の協力関係を離れて北東アジアの平和はない→中国や北朝鮮を牽制する

のではなく、調整する地域の極となる必要性 

⚫ ナショナリズムを抑制し、理性的に利益を追求する「大人の関係」が必要 
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2．東南アジアの BRICS への接近と新しい国際秩序 1 

石川 幸一 亜細亜大学 
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3. Mongolia`s Economic Relations with the BRICS Countries 

 Enkhbayar Shagdar, University of Niigata Prefecture 

 

＜発表原稿＞ 
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4. 石破総理の対朝政策について－総理の対近代史・対朝認識より－ 

堤 一直 慶熙大学 

 

 

＜発表原稿＞ 
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第 4部 コリアン・ディアスポラー越境アクターとしての朝鮮族の役割― 

1．グローバル社会における朝鮮族コミュニティ 1 

金 光林 新潟産業大学 
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当日集合写真（『東北亜新聞』、李秀杰记者撮影、2024年 11月 30日） 

 

 

『北陸中日新聞』 （2024年 11月 17日朝刊） 
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Ⅲ．「全球地緣政治危機、東北亞合作與機遇」の記録 

日時：2025年 1月 16～19日 

場所：台湾・台中市靜宜 

 

共催：一般社団法人・東北亜未来構想研究所（INAF） 

韓国東北アジア経済学会 
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1．東北亜区域合作 30年回顾与展望 

李 鋼哲 INAF所長 

 

＜発表スライド＞ 

 

 

 

 

台  際 術 議
「全球地緣政治危機、東北亞合作與機遇」

 靜宜大学（台中市）
             

    

          
     

                       
李 鋼哲
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2．日中韓、沖縄・済州島を、平和の砦に 

―日中韓は、アジアの時代を、平和と経済力でリードできるー 

 羽場 久美子 INAF副理事長 
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Ⅳ．INAF研究会の記録 
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第 25回 INAF研究会：2024年 6月 29日（土）19:00～21:00（オンライン、zoom） 

「博士論文」報告： 

改革開放後における北京老舗企業の発展戦略――全聚徳と同仁堂を事例として 

PhD thesis report: 

Development Strategies of Long-established Companies in Beijing: 

Case Studies of Quanjude and Tongrentang in the Reform Era 

 

松本 理可子（MATSUMOTO Rikako） 

INAF理事 

 

キーワード：グローバル化、老舗企業、全聚徳、中国、同仁堂、文化資本、ローカル化 

 

目次： 

1. 「研究会レポート」の概要 ……………………………………………………………… 2 

2. 研究の背景 ………………………………………………………………………………… 2 

3. 研究の目的 ………………………………………………………………………………… 2 

4. リサーチ・クエスチョンと派生する問い ……………………………………………… 3 

5. 先行研究……………………………………………………………………………………  3 

6. 研究対象：全聚徳と同仁堂 ……………………………………………………………… 4 

7. 全聚徳と同仁堂を選んだ理由 …………………………………………………………… 4 

8. 理論／分析枠組み：スロスビー ………………………………………………………… 4 

9. 理論／分析枠組み：ホワイト …………………………………………………………… 5 

10. 理論／分析枠組み：トムリンソン ……………………………………………………  5 

11. 研究方法：2社共通 ……………………………………………………………………  6 

12. 研究方法：全聚徳 ………………………………………………………………………  6 

13. 研究方法：同仁堂 ………………………………………………………………………  6 

14. データ＆結果：全聚徳 …………………………………………………………………  6 

15. 全聚徳と北京市政府との関係 …………………………………………………………  7 

16. さまざまなイベントに積極的な全聚徳 ………………………………………………  8 

17. 地域ブランド“北京”：経済資本としての文化資本 ………………………………   8 
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18. 新しい文化資本の創出 …………………………………………………………………  9 

19. データ＆結果：同仁堂 …………………………………………………………………  9 

20. 社会への養生 …………………………………………………………………………… 10 

21. 文化資本：清朝期から始まったフィランソロピー ………………………………… 11 

22. 文化資本：現代におけるフィランソロピー ………………………………………… 11 

23. 伝統的知識、遺伝資源と特許：現状と今後の可能性 ……………………………… 12 

24. 中医薬をめぐる「文化資本」と「知的財産権」問題 ……………………………… 12 

25. 全聚徳―北京でのローカル化 ………………………………………………………… 13 

26. 全聚徳―他地域での非ローカル化 …………………………………………………… 14 

27. 同仁堂―華人のいるところ、同仁堂あり …………………………………………… 14 

28. 健康を求めるところに同仁堂あり、華人、非華人を越えた養生の世界 ………… 14 

29. 結論：全聚徳 …………………………………………………………………………… 15 

30. 結論：同仁堂 …………………………………………………………………………… 15 

31. 本論文の学術的貢献 …………………………………………………………………… 15 

32. 残された課題と将来の研究の方向性 ………………………………………………… 16 

33. 参考文献 ………………………………………………………………………………… 16 

 

1. 「研究会レポート」の概要 

 2024年 6月 29日 Zoomにて、同じく博士号を取得した李娜研究員と共に「博士論文」

の報告会を行った。討論者は福島大学経済学部教授の朱永浩先生である。本レポートは当

日使用したプレゼン資料に基づくが、筆者の博士論文をより理解してもらうため、スライ

ド説明だけに留まらず、博論本文からの補足説明を加えて構成した。 

 

2. 研究の背景 

 舒（2018: 77）によれば、中華人民共和国成立後に中国の老舗企業は 3つの外的ショッ

クを受けているという。1つ目は 1956年の公私合営、2つ目は 1966年から 10年間に及ん

だ文革、3つ目は 1978年に始まった改革開放である。1つ目の公私合営とは、以前の経営

者が一部株式とそれに伴う 5%の利息を受けて企業管理に参加するだけで、実質的に経営

権と所有権は国に属することである。日本での老舗企業のイメージは、創業者一族が風雪

に耐え、代々何十年、何百年も経営を守っているというものであるが、中国の事情はまっ
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たく異なる。新中国後の老舗企業は創業者一族の手を離れてしまい、現在でも企業統治に

は加わっていない。外的ショックの 2つ目は文革である。文革では四旧（古い思想、文

化、風俗、習慣）が徹底的に否定された。当然、老舗企業も否定の対象となった。全聚徳

は店名を「北京烤鴨店」へと、同仁堂は「北京中薬店」へと変更させられた。それぞれが

創業以来守ってきた扁額をはじめ、各種器材や器具も多くが破壊された。3つ目は改革開

放である。欧米の最新かつ合理的な経営学、コトラーやポーターなどの洗練されたマーケ

ティング戦略などが中国でも紹介され、注目された。こうした資本主義先進国の潮流に中

国の老舗企業も巻き込まれることとなった。 

 

3. 研究の目的 

 国家質量監督検験検疫総局（AQSIQ）の調査によると、「うまくいっている」老舗企業

は 10%、「何とか存続している」老舗企業は 70%、「いつ倒産してもおかしくない」老舗

企業は 20%となっている。つまり、これら 3つの外的ショックを受けて消えてしまった

り、弱体化していった老舗企業があった一方で、発展してきた老舗企業も確実にあったの

である。なぜだろうか？ 成功した老舗企業の継続・発展戦略とは何か？ 成功した老舗

企業がどのように“持続可能”な戦略を取ってきたのか？ 本論文の研究の目的はそこに

ある。“持続可能”な戦略とは「理論／分析枠組み」でもあらためて説明するが、スロス

ビー（2002: 37）が、文化資本が遺産として過去の世代から受け継がれ、現在においてど

う扱われ、未来に引き継がれていくかが非常に重要だと指摘するところから来ている。ス

ロスビーの指摘する“持続可能”概念は、老舗企業の「継続性」や「永続性」と深く結び

つくものである。 

 

4. リサーチ・クエスチョンと派生する問い 

 「うまくいっている」老舗企業の経営とは何なのか。老舗企業、それも中国の老舗企業

ならではの経営的特徴はあるのだろうか。中国老舗企業の歩んできた軌跡は独特かつ複雑

であり、中国全体を網羅する形での検証には無理がある。本論文では老舗企業と地域、中

央・地方政府との関連性を重視する姿勢から、代表的な地域として北京を選んだ。事例と

して取り上げた老舗企業（全聚徳、同仁堂）の選択理由は後に述べる。 

 本論文は「改革開放後、全聚徳と同仁堂の発展に企業の文化資本と国家・社会関係が果

たした役割とは何か」をリサーチ・クエスチョンとして提示する。リサーチ・クエスチョ
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ンから派生する問いとして以下を挙げる。老舗企業の持つ「文化資本」、老舗企業と「国

家・社会関係」との関わりが 2社の発展に与えた影響とは何か？ 「文化資本」が最も

活かされる土俵として、2社が自ら選択した「活動の場（＝ローカリティ）」はどこなの

か？ 「活動の場」と地方政府も含めた国家や社会との関係とは？ 「活動の場」が企業

の発展にどう作用したのか？ これらの問いに答えることが必要である。 

 

5. 先行研究 

 本論文のリサーチ・クエスチョン「改革開放後、全聚徳と同仁堂の発展に企業の文化資 

本と国家・社会関係が果たした役割とは何か」、特に「文化資本」に対応する研究とし

て、沙（2014）は、100 年企業が文化資本を直接所有することはなく、最後に商品化し

顧客に販売した時点でようやく文化資本になるとして、その価値は需要と供給でしか判断

できないと述べる。しかし、これでは文化資本が商品化しないことには存在が見出だせな

いことになってしまう。また、郭、孫（2016）は、文化資本が活かされるのはインター

ネットのみと言っており、インターネット以外の選択肢を排除している。 

 「国家・社会関係」に対応した研究として、老舗企業は地方政府から単に「庇護されて

いるもの」と結論づけているのが張、殷、万（2015）である。この主張には地方・中央

政府の活動をむしろ能動的に利活用する老舗企業の姿勢が含まれていない。同仁堂と鶴年

堂の比較を行い、鶴年堂に対する同仁堂の優位性を政府との近さだけに求めたのが張

（2013）である。計画経済から市場経済への移行期において、企業への資源配分の鍵を

握っていたのは政府であり、企業が市場を開発する能力よりも重要であったことは明らか

だという。しかし、これは老舗企業に限ったことではない。また、確かに同仁堂の経営者

には政府とのつながりが強いものがおり政府との関係性を重視してきたことも事実ではあ

ったが、改革開放後の市場経済に両社が置かれた立ち位置は同じである。 

 

6. 研究対象：全聚徳と同仁堂 

 1864年に創業し、今年で 160年になる全聚徳の創業者は楊全仁である。全聚徳は便宜

坊（創業 1416年）と並ぶ北京ダックの名店である。北京ダックには 2つの流派がある。

全聚徳を代表とする「掛炉（かけろ）烤鴨」と、便宜坊を代表とする「燜炉（もんろ）烤

鴨」である。前者は火を燃やして炙り、燃料に果樹を使用し、棗の木が最適としている。

後者は埋め火で炙り、燃料に高粱殻や板切れなどの軟質材料を使用している。全聚徳は多
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くの逸話を持ち、毛沢東や周恩来をはじめとするたくさんの政府要人や梅蘭芳など文化人

にも愛されたことで知られる。 

 1669年に創業し、今年で 355年となる中国を代表する中医薬企業である。浙江省寧波

で「鈴医（客寄せの串鈴を首にかけ、街を歩いて病気の治療をした医者のこと）」をして

いた楽良成が北京に出、2代目 3代目の努力と研鑽により、4代目の楽顕揚の時代に清朝

の清太医院吏目となることで「鈴医」から「同仁堂」の基礎が出来上がった。 

 

7. 全聚徳と同仁堂を選んだ理由 

 本論文においては、飲食業と製薬業という異なった業界の 2 社を事例として選んだ。

全聚徳が属する飲食業界は競争が激しく参入障壁が低いだけでなく、中国では「食」に対

する人々のこだわりとプライドは格別のものがある。同仁堂が属する製薬業界の競争も飲

食業界同様に激しく、政治、（知的財産権を含む）法律、特に海外の法律については飲食

業界と比べ製薬業界はさらに込み入っている。これら 2 社を選んだ理由は、①中国料理

と中医学は中国の人々にとって必須のものである、②両社とも清朝期に創業し時代を共有

している、③両社とも北京・前門地区を発祥の地とする、④この地区から出た老舗企業で

上場しているのは 2 社だけ（全聚徳は 2007年に深圳で、同仁堂は 1997年に上海で上

場）である、⑤両社とも老舗企業だが文化資本の活かし方が異なる等を挙げる。特に⑤

は、本論文の根幹をなす。両社とも文化資本を非常に有効活用している好例である。 

 

8. 理論／分析枠組み：スロスビー 

 2社とも「文化資本」概念はスロスビー（2002）に依拠している。「文化資本」という

用語はブルデュー（1995）によって人口に膾炙している。家庭環境や学校教育を通して

各個人のうちに蓄積されたもろもろの知識・教養・技能・趣味・感性など（身体化された

文化資本）、書物・絵画・道具・機械のように、物資として所有可能な文化的財物（客体

化された文化資本）、学校制度やさまざまな試験によって賦与された学歴・資格など（制

度化された文化資本）の 3種類の文化資本をブルデュー（同上）は挙げている。 

 スロスビー（同上）はブルデューを批判しているわけではない。スロスビー（同上）は

より「経済活動」に特化しているため、文化資本と企業の関係性を見るためにはスロスビ

ー（同上）が最適解だと判断した。また、スロスビー（同上）によれば文化資本を、それ

が有する経済的価値に加え、文化的価値を具体化し、蓄積し、供給する資産として定義し
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ている。この「蓄積」が永続性であり、老舗企業に欠かせない要素である。さらに、持続

可能性を判断するための基準として、消費者にとって直接役に立つ形で「物質的」利益が

算出されているとも述べ、これも企業活動に欠かせない要素である。 

 

9. 理論／分析枠組み：ホワイト 

 中国国内における企業発展要因として、文化的要素と政治的要素を中国の独自性として

着目したのがホワイト（2009）である。ホワイトは、それまで経済発展への障害とされ

てきた「伝統的な文化や制度」、「政府の強い関与」、「不完全な市場経済」、「曖昧な私有財

産権」の 4つを挙げ、これらがむしろ逆説的に中国の経済発展に対して有効に機能して

いたのではないかと述べている。特に、「市場保護の地方分権化（地方政府による地元企

業優先の「市場保全」のメカニズムのこと）」、「他の計画経済圏に典型的だったように消

費者のフラストレーションが極端に蓄積され、それまでの社会主義が提供しなかった商品

やサービスに対する強い国内需要を生み出したこと」、「かつての文革への不信感ゆえに、

以前糾弾された市場習慣やシンボルを取り込みやすかった」企業側と人々の社会意識が結

びついたという点である。 

 

10. 理論／分析枠組み：トムリンソン 

 同仁堂の海外進出に関しては、トムリンソン（1993&2000）に依拠する。「文化帝国主

義」によって、米国のファストフード文化が進出先の国や地域の食文化を侵食していくこ

とを指摘した。のちに、トムリンソンは「脱領土化」「再領土化」といった表現で、マク

ドナルドが基本的な形態は変えないまでも、それぞれの国や地域で「変容」や「転向」を

余儀なくされたが、この結果はマクドナルドにとって不本意なものではなく、むしろより

相手先に浸透していく要因となったことを指摘した。大きな変化とすれば、米国式の経営

管理によって食事が用意されるプロセスが効率化されたこと、利用する客に新しい食のス

タイルがもたらされたことである。トムリンソンの示したマクドナルドにおける「脱領土

化」と同仁堂における「脱領土化」の違いは最後に示す。 

 「脱領土化」という言葉を初めて使ったのは、フランスの哲学者ドルーズと精神科医ガ

タリであるが、トムリンソンのいう「脱領土化」は文化のグローバリゼーションのプロセ

スを表している。 
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11. 研究方法：2社共通 

 2社の創業当時から現在に至るまでの歴史、文化、経営の資料を精読する。2社の創業

当時から現在に至るまでの知識を蓄積・整理する。北京に滞在し、現地での資料収集の

他、企業の立地や顧客の流れ、企業が主となるイベントや企画の調査（老舗企業の CM、

雑誌・新聞への広告、アプリでの視聴・購読など）を行う。2社の Annual Report（財務

諸表、企業統治、企業指標）、中国統計年鑑、北京統計年鑑、中国連鎖経営年鑑などの雑

誌・新聞、オンラインの記事及び広告、中国老字号企業発展報告 No.1-5を精査する。

Google Alert、微博、澎湃（The paper）、微信、Eコマース（アリババ、京東、大衆点

評）のプラットフォームを活用する。 

 

12. 研究方法：全聚徳 

 北京ダックの名店・全聚徳が消費者にどのように受け入れられているかを検証する必要 

がある。全聚徳が単なる飲食企業ではなく、文化産業として人々の意識の中にどのように 

醸成されていったかをみるためである。発祥の地・前門地区を中心とした商業地区をある 

一定期間、数回の頻度で参与観察し、道行く観光客との対話も実施する。北京在住のイン 

フォーマント（学生、社会人）からの情報、同じく北京在住の、特に北京庶民の飲食事情 

に詳しい日本人フード・コラムニストに話を聞く。大衆点評での北京ダック飲食へのレビ 

ューを取り上げ、全聚徳および他の北京ダック店に対する利用者からの感想や意見を考察 

する。 

 

13. 研究方法：同仁堂 

 製薬企業、とりわけ動植物を取り扱う伝統医学企業が、海外へ進出する際に克服すべき 

課題（医薬関係の法律、知的財産権など）に対し、同仁堂が推進する「養生」活動を主体 

とする攻略方法と効果を探る必要がある。同仁堂の儒教を基底とした「養生」には身体の 

健康のみならず、日々の生活の安心も含まれる。 

 人々の生活に貢献する、清朝期から同仁堂が実施するフィランソロピーについては政府

広報、各種記事から現状を検証する。中国の製薬企業進出状況には医薬情報研究機関

IQVIA INSTITUTE からのデータ、同仁堂の知的財産権状況には中国特許検索サイト

SooPAT からのデータを用いる。また、留学などで海外へ出る学生の医薬品携帯事情につ

いて、北京大学学生へのパイロット調査を行った。上場している他の中医薬企業の Annual 
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Report から、それらの企業における活動の場を考察する。 

 

14. データ&結果：全聚徳 

 飲食企業・全聚徳の売上状況を地域別にみたのが表 1である。 

 地域別とは、華北地区（北京市、天津市、河北省、河南省、山東省、山西省）、華中地区

（湖南省、湖北省、江西省）、華東地区（上海市、江蘇省、浙江省、安徽省）、西北地区（陝

西省、甘粛省、青海省、寧夏回族自治区、新疆ウイグル自治区）、東北地区（遼寧省、吉林

省、黒龍江省）、西南地区（重慶市、チベット自治区、雲南省、貴州省、四川省）である。 

 2018年売上高の合計は 226,103.26万元、2019年の売上高は 197,770.34万元となって

いる。そのうち、北京市を含む華北地区の割合は 2018 年が約 80%、2019 年が約 79%を

占める。2 番目に多い華東地区は上海市や浙江省などを擁する。このデータから全聚徳の

売上高は、北京市を中心とした華北地区が圧倒していることがわかる。やはり「北京ダッ

ク」は地域ブランドの象徴なのである。 

 

表 1 地域別の売上高   (単位：万元） 

 

               （出所）全聚徳 2019年年度報告（2020: 13） 
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15. 全聚徳と北京市政府との関係 

 

図 1 全聚徳と北京市政府の関係図

 

   （出所）筆者作成。 

 

 中央・地方政府とも中国ブランドを世界へ広めることに力を入れており、テンセント、

アリババ、レノボ、DJIのような先端企業だけでなく、老舗企業のような歴史的ブランド

の宣伝も推進している（中華老字号）。 

 全聚徳は北京ダックを提供する飲食企業だが、親会社は北京市政府の意向を受けた首都

旅游集団（正式名：北京首都旅游集団有限責任公司）である。首都旅游集団は観光のフロ

ーの頂点に立ち、「食べる、泊まる、出かける、遊ぶ、買う、楽しむ」の 6つの要素を満

たす、飲食、ホテル、旅行、レンタカー業務、ショッピング、娯楽を広範囲に運営してお

り、全聚徳は「食べる」の代表である（観光行政）。 

 北京オリンピック前の再開発に続き、現在の煤市街（ばいしがい：石炭市通り）を中心

とした北京坊（MUJIホテルや 24時間営業の書店が評判）などの施設をはじめとした再

開発が行われた（都市政策）。 

 

16. さまざまなイベントに積極的な全聚徳 

 全聚徳はさまざまなイベントへ積極的に参加している。特に 2014-2015年は創業 150

年の記念行事もあり数も多かった。 
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表 2 全聚徳が参加した主な行事  （2014年 8月〜2015年 7月） 

 

（出所）松本（2016: 26）。 

 

 飲食と直接に関係ある行事だけでなく、ブライダルフェアやミラノ万博など、華やかな

イベント会場で料理を提供する等、多彩な内容である。「国潮（中国伝統文化と現代文化

が融合した新しいカルチャー）」ブームにもつながるさまざまなイベントに積極的に参

加、能動的に関わっている。 

 全聚徳の創業者一族を描いた演劇『天下第一楼』は 1988年の初演から 2014年までの

26年間で 500回の上演を達成した。他にも全聚徳を描いた映画『老店』などがある。 

 

17. 地域ブランド“北京”：経済資本としての文化資本 

 2004 年に全聚徳は、北京で初となる老舗飲食企業博物館を全聚徳和平門店に建てた。

展示ホールの設計コンセプトは「全聚徳の故事を語る」で、「北京ダックの由来」、「100

年企業」、「現代のグループ制度」と「文化の勝利」の 4部構成となっている。全聚徳の

歴史、文化、北京ダック製造技術の進歩およびブランド育成など、全聚徳の文化資本のす

べてが理解できる内容となっている。ここは企業がつくった企業博物館だからといって、

その企業の利益につながるものばかりを集約している博物館ではない。博物館は企業の宣

伝になることは無論行うが、文化産業としての矜持も忘れないという意志を示している。 

 また、「北京ダック」は最強の「地域ブランド」である。CNN travelが 2011年に選ん

だ“The world’s    best foods”で中華圏の料理として最も上位の第 5位を「北京ダッ

ク」が獲得した。アップデートされた 2018年版でも変わらず第 5位を「北京ダック」は

維持している。 
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 「北京的なもの」というカテゴリーの存在を活かした試みとして、全聚徳は中国国際航

空（Air China）と協定を行っている。具体的には「京味北京、空中伝承（北京スタイル

の北京、空で伝承）」のキャッチフレーズを用いた共同ブランドの開発である。「京味（北

京スタイル、北京風）」や「京韻（北京の趣）」といった一部の料理、商品や製品に対する

「北京的なもの」へのこだわりから、全聚徳の「北京ブランド」への入れ込みが伝わって

くる。 

 

18. 新しい文化資本の創出 

 多くの老舗企業の発祥の地である前門地区周辺では新しい動きが始まっている。前門地

区や楊梅竹斜街はニューカマーによって結ばれているが、これら 2つの地区の違いは、

フロリダ（2010: 36）が言う「濃厚な紐帯と伝統的ソーシャル・キャピタリズムを強くも

った場所は、内部者にとっては有利に働き、安定性に貢献するが、一方で、より緩いネッ

トワークや弱い紐帯をもった場所は、新規参加者により開放的であり、資源やアイデアの

新規な組み合わせを生み出すことを促進する」の通りである。 

 進化系の「文化」がいかに若い消費者層（特にデジタルネイティブ）を取り込んでいく

かが重要である。SOHO集団や天街集団といった大手が計画した人工的な都市開発では

ない、フロリダ（2010）が示したようなニューカマーが牽引するボトムアップ的な都市

開発が鍵を握っている。 

 北京大学近くの万聖書園に代表される文化志向の強い“本屋さん”が人気である。

Page oneへ行った道すがら老舗飲食店に寄る流れが出現する。前門地区と楊梅竹斜街が

共に支持されたのは「国潮」ブームの一例である。新しい文化資本の創出が未来につなが

る老舗企業の「永続性」となる。 
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19. データ&結果：同仁堂 

 全聚徳と比較して、国内以上に国外を意識しているのが同仁堂である。 

                表 3 国内・国外別売上高      （単位：万元） 

 

           （出所）同仁堂 2019年年度報告（2020: 10） 

 

 国内売上高は前年度比 7.24減だった。要因としては子会社・新拠点の生産能力が不安

定だったことにある。国外売上高は数字的には国内に及ばないものの、伸び率は前年度比

1.33%上がっており、国内よりも国外向けの方が安定している。博論本文第 5章でも示し

た通り、他の中医薬企業と比較しても海外志向は強い。 

 

                             表 4 カテゴリー構成別の製品変動状況 

 

（出所）同仁堂 2019年年度報告（2020: 15） 

 

 「同仁堂蜂蜜事件（同仁堂の子会社・同仁堂蜂業有限公司が期限切れの蜂蜜を偽装販売

し、2019年 2月に 1,408.8万元の罰金を科された）」により一時期減った「サプリメント

および食品」も回復基調となった。「中西医薬品および煎じ薬」は安定して 8割近くを締

めている。 

 

20. 社会への養生 

 同仁堂の「企業精神」として挙げられるのが「同修人徳、救世養生（共に人徳を学び、

養生で世を救う）」である。同仁堂の堂名はここから来ている。養生とは「病」に限った

ものではなく、日々の暮らしなど「社会」への養生も網羅する。 
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 また、「昔の人の戒め」として「炮製雖繁必不敢省人工、品味雖貴必不敢減物力（手の

かかる作業にも手間を惜しまず、品質を保つためならどんなに高いものであっても材料を

減らすことはない）」がある。昔の人とは、創業家である楽氏のことである。医薬品の製

造を手抜きすることはなく、薬材の品質にもこだわり続けると言い換えられるが、この戒

めを掲げながら「同仁堂蜂蜜事件」を引き起こしたため、人々の反発は相当なものだっ

た。 

 特に「企業精神」は儒教の影響が強く、ホワイト（2009）が指摘した、経済発展にお

けるパラドックスのひとつ「伝統的な文化や制度」につながっている。 

 

21. 文化資本：清朝期から始まったフィランソロピー 

 

東城各店舗。毎月の寄附金、16,190文。 

東南城各店舗。毎月の寄附金、5,920文。 

西城各店舗。毎月の寄附金、8,650文。 

西南城各店舗。毎月の寄附金、9,360文。 

同仁堂。毎月の寄附金、7,000文。                                       

（加藤、1942: 165-166） 

 

 これは薬行会館の石碑に記されていた条規の一文である。当時、北京の薬商はギルドに

属し、各店舗は薬行会館に毎月収益の 1万分の 8を納めていた。各店舗は規模も小さい

ため、位置する地域別で合算した形で納めていたが、同仁堂は 1店舗だけでかなりの額

を進んで納めていた。これは所属する薬業ギルドへの義務だけではない。それは同仁堂が

独自に行なっていた活動から明らかである。具体的には、全国から集まる科挙の受験生に

無料で薬を配布、一般庶民向けに冬には粥を、夏には暑気払いを提供した。「同仁堂」や

（創業家の楽氏の）「楽」の灯籠を足元がおぼつかない暗い通りに掲げて、道行く人が困

らないようにした等がある。 

 

22. 文化資本：現代におけるフィランソロピー 

 文化資本である同仁堂のフィランソロピーは社会貢献であり、それは社会への養生とい

う信念に基づく。「一企一村（ひとつの企業がひとつの村を助ける）」活動や「中国脳卒中
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予防治療啓発月間」活動など、企業の社会的責任への消費者からの信用は結果として売上

にも影響を与えている。 

 

                            表 5 営業外支出―外部への寄付       （単位：万元） 

 

     （出所）同仁堂 2019年年度報告（2020: 147） 

 

 2018年年度報告の「外部への寄付」額は前年度比から約 50倍の増加だった。2015年

以降は習近平の「貧困撲滅対策」への企業協力という前提もあるものの、清朝時代もそう

だったように単に業務やノルマとはいえないほど同仁堂の活動は活発である。 

 

23.  伝統的知識、遺伝資源と特許：現状と今後の可能性 

 先進国の医薬品企業が発展途上国の伝統的知識や遺伝資源（遺伝の機能を備えた生物由

来の素材）を利用して、新たな医薬品を研究・開発するという方法がある。その結果、先

進国の医薬品企業は「特許」を得て製品化し利益を上げたが、伝統的知識や遺伝資源を提

供した発展途上国には何ら利益はもたらされなかった。ようやく 1992年の生物多様性条

約（CBD）により、利益配分に関する伝統的知識や遺伝資源と特許の関係図が示され

た。途上国の遺伝資源や伝統知識を利用する先進国の医薬品企業は、それらを使用して製

品化や応用化を行うことが可能となり、将来的にそこから生まれた利益を発展途上国に対

し、あらかじめ決められた規定に基づき還元することでWin-Winの関係が成り立つとい

うものである。 
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図 2 伝統的知識、遺伝資源および特許の関係図 

 

            （出所）杉田（2008: 123） 

 

24. 中医薬をめぐる「文化資本」と「知的財産権」問題 

 同仁堂や同仁堂以外でも片仔癀や雲南白薬など国家機密級の秘薬では、技術情報は門外

不出の文化流出と考える向きもある。多くの知られた中医薬の処方などは古い文献に記載

されたものが由来となっており、「特許法」で求められている 3つの性質「革新性、創造

性、実用性」のうち、革新性と創造性を満たしていないため、そもそも特許出願の要件に

至っていない。また、国家機密級の薬は全貌が明らかになると、それまで人々が抱いてい

た神秘性は一気に吹き飛ぶかもしれない。 

 特許出願には技術情報開示のための「特許明細書」が必要である。中医薬というのは何

種類もの生薬を混合して作られるもので、植物、動物、鉱物の中で特に植物は、原産地の

気候風土、植物の生育状況、他の生薬と混合させる際の微妙な生成具合で数字が変わって

くることがあり、科学的なエビデンスを出すのが大変難しい。また、特許出願にはすべて

の情報を明確に開示する義務があり、開示後の模倣のリスクは否定できない。 

 医薬品アクセス問題の解決、ジェネリック医薬品は社会貢献につながるが、これらも特

許が前提となっているものばかりである。 
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25. 全聚徳―北京でのローカル化 

  

表 6 地域別直営店 

 

（出所）全聚徳 HP 

 

表 7 地域別フランチャイズ店 

 

                            （出所）全聚徳 HP 
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 直営店およびフランチャイズ店とも北京の数が最も多い。北京が北京ダックの激戦区で

あることは間違いない。全聚徳が北京だけに展開していた頃は、その凝縮されたローカル

化が功を奏し、かつ効果を上げていたのは確かである。全聚徳発祥の地であり、「北京ダ

ック」という地域ブランドの拠点ともいうべき北京では、北京市政府との連携によって、

飲食企業、観光企業、文化産業というバランスがうまく取れている。 

 他地域における出店を見ると、興味深いものがある。蘇州や常州というハイテク産業開

発区を擁する地域を選んでいることである。若い人が集まる地域を意識しているのがわか

る。 

 

26.  全聚徳―他地域での非ローカル化 

 中国版食べログ「大衆点評」上で、各地域にある全聚徳の店舗に寄せられたレビューを

まとめ、考察を行った。高評価で注目すべきは、繰り返される「北京」の文字である。北

京ダック自体は今やどこでも食べられるが、「北京の味が恋しくなったら行きたくなる全

聚徳」、「北京」、「本物の北京の味」や「北京の名店」と、全聚徳といえば一種のマジック

ワードのように「北京」が使われる。他地域においては、全聚徳の場合、ローカル化では

なく非ローカル化を徹底している。この「非ローカル化」が飲食業、文化産業として効果

を発揮した。北京から地理的・心理的に離れた地域であるほど、「非ローカル化」によっ

て「北京」の良いイメージが現地の人々の心に特別なものとして持ち込まれたからであ

る。「北京」のイメージに動かされる人々は、「北京ダック＝全聚徳」の刷り込みも強い。

北京においては、観光産業と文化産業の全聚徳は北京市政府と一体化した政策や方針によ

る賜物である。国家的行事、海外に向けての北京ブランド発信は政治的な匂いが多分にす

るものである。それがひとたび北京以外の地域になると、直接に地元の人々の心中の「北

京なるものへの憧れ」に響く文化産業としての全聚徳の姿が浮かび上がってくる。 

 

27.  同仁堂―華人のいるところ、同仁堂あり 

 北京同仁堂集団は 3 つの上場企業（北京同仁堂股份有限公司、北京同仁堂科技発展股

份有限公司、北京同仁堂国薬有限公司）が屋台骨となっている。同仁堂は 1997年に上海

で、同仁堂科技は 2000 年に香港で、同仁堂国薬は 2013 年に香港でそれぞれ上場してい

る。同仁堂科技はその名の通り同仁堂の科学技術面を担い、同仁堂国薬は同仁堂が海外に

進出する際の香港での足掛かりであり、同仁堂のグローバル化の拠点である。現在、同仁
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堂は同仁堂科技の 46.85%の株式を、同仁堂国薬の 33.62%の株式を保有する。同仁堂が北

京同仁堂集団の中心となって、同仁堂科技と同仁堂国薬の上に立っている。 

 同仁堂の小売ネットワークでは、香港、中国、マカオ、オーストラリア、カナダと華人

が多い地域の割合が高い。海外進出は「華人のいるところ、同仁堂あり」から始まった。 

 

28. 健康を求めるところに同仁堂あり、華人、非華人を越えた養生の世界 

 同仁堂のグローバル化は 3段階で表すことができる。ステージⅠは、世界に散らばる

華人を対象としたもの。ステージⅡは、養生指導、孔子学院との連携、フィランソロピー

活動など、中医学の科学的治験の前段階といえる。中医薬はオーストラリアでは「補助

薬」、東南アジアでは「簡便な薬品登録制での管理」、欧米では「食品サプリメント」とし

て取り扱われている現状があり、そのため「社会養生」を前面に出し、対象も華人か否か

に関係なく、まず「文化の浸透」のグローバル化に注力する。ステージⅢは、ステージⅡ

と併行して「特許法」を意識した新薬の開発、生成 AIやビッグデータを活かした科学的

エビデンスの証明など、製薬企業としての本格化を目指すというものである。現在の状況

はステージⅡが中心、ステージⅢを模索している。 

 

29. 結論：全聚徳 

 政治や経済の体制変換、企業制度や企業改革などの社会変化に対し、全聚徳は北京ダッ

クを擁する飲食企業だけでなく、清朝以来の濃密な文化資本を有する文化産業、その 2

つによって成り立つ観光産業という 3つの方向性を打ち出した。地域性は北京において

はローカル化、他地域では非ローカル化である。「北京」という地域ブランドの有効性を

前面に出すことは北京市政府とのWin-Winの関係を構築することにもなる。これが改革

開放後の全聚徳の発展戦略であった。 

 

30. 結論：同仁堂 

 政治や経済の体制変換、企業制度や企業改革などの社会変化に対し、同仁堂は元々の製

薬企業に加え文化資本を有する文化産業としての方向性を打ち出した。「華人のいるとこ

ろ、同仁堂あり」から「華人がいてもいなくても、そこに同仁堂がある」へと大きく舵を

切ったが、他の国・地域には各々に医学関係の法律がある。また現時点では、中医学の特

殊性ゆえに正確なエビデンスを証明できていないもどかしさがある。これは伝統医学への
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信頼性や、特許申請などで大きな課題となっている。中医学における科学技術促進と併行

して、「未病（病気ではないが、健康でもない状態）」を意識した健康指南、鍼灸、フィラ

ンソロピー、文化活動を進め、世界中で「社会への養生」を担うことで、課題を克服する

方法としている。「健康を求めるところに同仁堂あり」は中華民族文化の海外浸透を進め

る中央政府との強い連携につながり、改革開放後の同仁堂の発展戦略となった。 

 

31. 本論文の学術的貢献 

 老舗企業は黙っていれば政府に庇護される存在では決してない。2023年後半に話題と

なったが、商務部と関連部門の決定により、55のブランドが「中華老字号」の認定から

外された。73のブランドは 6ヶ月間の経過観察措置となった。長期的な経営不振、企業

の不祥事、登録商標所有権の喪失などが理由である。もちろん、経営努力をして巻き返せ

ば「中華老字号」への復帰は可能とされている。老舗企業は政府から単に「庇護されてい

るもの」ではなく、地方・中央政府の活動をむしろ能動的に利活用する老舗企業の姿勢に

本論文は目を向けた。 

 これまでの老舗企業の研究では、過去から未来へとつなげる文化資本の蓄積よりも現在

の商品的価値を重視するものが多かったが、「持続可能性」（スロスビー、2002）の概念

は老舗企業の発展を考えるうえでも絶対に欠かせない概念である。 

 ローカル化もしくは非ローカル化をもたらす因子として文化資本を取り上げた研究はこ

れまでになかった。 

 これまで経済発展の障害とされてきた 4つのパラドックスが、中国においては有効に

機能したというホワイト（2009）の分析アプローチに対し、本論文は事例研究として十

分な役割を果たした。 

 

32. 残された課題と将来の方向性 

 残された課題はいくつかある。2社共通のものとして、企業内部に踏み込んだ視点、老

舗企業間における同業他社との綿密な比較を織り込んだ、その違いと特徴の考察である。

これは討論者の朱永浩先生からも質問のあった、老舗企業の統括トップともいえる商務部

とも関わってくる。全聚徳については手薄とされる海外進出事情、同仁堂については「国

家機密級の医薬文化」を知的財産権サイドからいかに取り扱うか、「儒商」を背景とした

「文化産業」の側面がもたらす進出先での影響も探る必要がある。 
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 最後に、朱永浩先生からは博士論文の書籍化を勧めて頂いた。前向きに検討したい。 
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Ⅴ.書評 

 

劉岳兵著 『近代中日思想文化交渉史研究』（江蘇人民出版社、2019年 8月） 

                                  白 春岩 

 

劉岳兵（南開大学日本研究院教授）は、近代日本思想史に関する著書として、これまで

に『日本近代儒学研究』（商務印書館、2003年）、『明治儒学与近代日本』（編著、上海古籍

出版社、2005年）、『中日近現代思想与儒学』（生活・読書・新知三聯書店、2007年）を上

梓してきた。本書『近代中日思想文化交渉史研究』は、これらの著作とは異なり、近代日

中思想における文化交渉という視点に着目し、「百年南開日本研究文庫」第一期（全 19巻）

の一巻として 2019 年 8 月に刊行された。近代化が進むなかで、中国と日本の思想文化が

どのように交流し、相互に影響を与え合ってきたのか、両国がどのような文化交流を行っ

てきたのかについて探る研究である。 

 

1、本書の全体構成 

本書の内容構成は以下のとおりである。 

緒論にかえて 日中文化交流史研究の回顧と展望―ある種の大雑把な学術史的漫談 

第一章 湘学と近代日本の知識構築 

第二章 近代日本の漢学者および湘学との関係 

第三章 日本近代思想の中国的要素 

第四章 日本近代思想と儒学 

第五章 日中近代学術思想の交流と相互作用 

第六章 日本研究学術史に対する回顧と展望 

あとがき 

索引 

 

2、各章の内容 

「緒論にかえて 日中文化交流史研究の回顧と展望―ある種の大雑把な学術史的漫談」

では、学術史的観点から民国時代以降の日中文化交流史研究における概念と方法、現況と

課題を整理・分析している。本書の本論は、次の三つの大きな部分に分けられる。第一に、
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湘学と日本との関係（第一章、第二章）、第二に、日本近代思想と中国との関係（第三章、

第四章）、第三に、近代日中学術思想の相互作用とその功罪（第五章、第六章）である。以

下、各章の内容について具体的に見ていきたい。 

第一章と第二章では、湘学に焦点を当て、湘学と日本との関係について考察している。

具体的には、湖南出身の王船山による『宋論』や、魏源の『聖武記』の翻訳およびその影

響、長沙の葉徳輝に師事した漢学者塩谷温や松崎鶴雄、日本に留学した湖南出身の学者楊

昌済について論じている。また、京都大学の漢学者で「京都シナ学」の創始者である狩野

直喜や内藤湖南と湘学との関係、すなわち狩野直喜と王芃生、楊樹達、皮錫瑞との交流や、

内藤湖南による王船山、王闓運、葉徳輝、曽国藩ら湖南籍の学者に対する評価についても

分析している。こうして湘学に焦点を当て、近代の日中文化交流における双方向的な影響

とその特徴が考察されている。 

第三章と第四章では、日本近代思想の特徴およびそこに含まれる中国的要素を多角的に

解明している。具体的には、加藤弘之の『隣草』や夏目漱石の晩年の漢詩、近代日本にお

ける『論語』の再解釈である『論語兵話』、田岡嶺雲の「和訳漢文叢書」、近代「超国家主

義」思想における仏教の伝統的要素、徳富蘇峰の晩年の日記『頑蘇夢物語』における戦争

責任問題、西田哲学と時局への対抗、西晋一郎と儒学との関係などを考察している。特に、

「中国的要素」が近代日本の思想および知識の構築に果たした役割を明らかにしている。 

第五章と第六章では、近代日中学術思想の相互作用およびその功罪について論じている。

「文明」として輸出された「明治維新」をどのように再認識するか、中華民国期における

津田左右吉の著作および学術思想の影響、中華民国期における「日本マルクス主義」研究

の影響、現代中国の新儒教の代表的な人物である梁漱溟とその著作の影響などを例に、近

代日中学術思想の交流を考察している。特に第六章では、中国における日本研究の学術史

を整理した上で、中国における日本思想史研究の方法論に関する問題を検証し、中国の日

本哲学思想史研究をいかに深化させるか、朱謙之の日本哲学思想史研究の伝統をどのよう

に受け継ぎ、さらに深化させるかについて論じている。 

 あとがきでは、著者が日本での留学および研究の経歴、特に日中文化交流史の研究にお

ける歩みを振り返っている。 

 

3、本書の特徴と意義 

本書の特徴および意義は、以下の三点にまとめることができる。 
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第一に、「文化交渉」という視点で展開されている点である。あとがきでは、本書と「東

アジア文化交渉学会」、特に初代会長である陶徳民との関連について触れられている。陶は

「交流」という言葉について、「現代語では双方に利益をもたらす接触と交流を指すが、実

際には、交流が必ずしも双方に利益をもたらすとは限らず、矛盾や衝突、ダメージやマイ

ナスの効果も生じ得る」と指摘している。そこで、「交渉」という言葉を使うことで「中立

的な立場に立ち、異文化同士のふれあいや交流を客観的に研究する」意義が強調されてい

る。本書の著者もこの考えに共感し、同じ趣旨に基づいて本書を構成している。 

第二に、近代日本の知識構築において中国の要素が果たした役割を分析し、従来の定式

を是正している点である。近代日中交流史をどのように語るべきか。この問題に対して、

従来は日本から中国への一方的な影響が強調されがちであった。本書では、著者自身の経

験を交えつつ、歴史の流れの中で学者同士の交流、著作の翻訳、思想の啓発が双方向で行

われていたことを考察し、それぞれが自国の発展に応じて革新し、発展を遂げ、円満な関

係を築いていった過程を論じている。特に、日本の知識構築の中で中国が果たした影響を

鮮明に分析し、従来の近代日中文化交渉史において一方的に中国に対する日本の影響が強

調される定式を是正している。また、近代日本の知識構築における中国の要素を再評価す

る上でも重要な意義を持っている。 

第三に、「無徴不信」、つまり「各自の原典、それぞれの原典」や「史料」の原点に立ち

戻り、一次史料を発掘・整理・引用する点である。例えば、『宋朝史論』を論じる際には、

原著『宋論』を紐解き、両者の差異を考察している（第一章）。また、『開国五十年史』の

原著にはあるが、漢訳版では削除された序文を付録として引用している（第五章）。これら

の序文は、それぞれ鹿伝霖、袁世凱、徐世昌によるものであり、袁と徐は中華民国の大総

統を務めた人物であるため、彼らの序文は『開国五十年史』が当時どのように宣伝され、

影響を与えたかを語る上で重要な史料である。また、朱謙之の『日本の朱子学』と井上哲

次郎の『日本朱子学派之哲学』を対照比較することで、朱の日本哲学思想を研究する方法

が後者から借用したものではないことを証明している（第六章）。 

このように、本著は多岐にわたる視点から中国と日本の思想文化交流史を掘り下げた一

冊である。また、劉岳兵氏が 2020年 3月 21日に関西大学大学院東アジア文化研究科から

授与された博士号（文化交渉学）の博士論文でもあり、近代中日思想文化交流史の分野に

おける十数年来の研究成果の集大成でもある。2019年 8月に第一版が発表され、2020年 4

月には第 2次印刷が行われたことから、その一端を垣間見ることができる。筆者は日中関
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係史を専攻しているが、本著を拝読し、数えきれないほどの収穫を得た。史料の引用や先

行研究の批判的分析においても、筆者に新たな視野を開かせ、多くの示唆を与えてくれた。

思想史研究を専門としない筆者がこの本の書評を書くことは、まことに恐れ多いことであ

る。幸いにも筆者は本著の日本語訳に関与しており、一日も早く日本語版が出版されるこ

とを心から願っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

150 

 

 
 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

151 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

152 

 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

153 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

154 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

155 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

156 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

157 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

158 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

159 

 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

160 

 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

161 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

162 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

163 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

164 

 

 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

165 

 

 

 

 

 

 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

166 

 

INAF活動日誌 

INAF2023～2024年度 活動報告 

2025.4.10 

所長 李 鋼哲作成 

 

特記 

 本研究所は, 2020年 10月 1日に社団法人として登録・設立され 4数年を迎える年にな

ります。３年間研究所の理事・顧問・研究員等皆様後ご協力とご尽力に心より感謝申し

上げます。 

  ３年間、INAF の研究活動体制は徐々に強化されてきて、理事３６名、顧問８名、研

究員１０名、賛助団体３団体、合計５４人、３団体体制になりました。 

 １年間の可活動報告を下記の通りまとめました。 

  

（１）運営委員会開催記録（李 鋼哲所長） 

第１回 INAF常任理事会 議事録（総会・理事会のご報告を参照） 

2023年 11月 18日 19:00～ オンライン 

第２回 INAF常任理事会議事録（総会・理事会のご報告を参照） 

9月 25日（水）19:00~21:00 （オンライン開催） 

INAF第３回常任理事会記事録： 

１２月１６日（オンライン） 

1．二名新理事の推薦 

 慶應義塾大学商学部教授の段瑞聡先生。 

「日中関係 150年」研究プロジェクトの重要なメンバーでもあります。略歴は INAFの

HPにて確認ください。 

 北陸大学経済経営学部助教の坂口雄介先生。 

新潟大学現代社会文化研究科で博士学位取得後いろんなお仕事を体験したあと、今年か

ら北陸大学に赴任したばかりの若手精鋭の方で、INAF に深い関心を持って、ぜひ皆様と

ご一緒に仕事したいとのことでした。略歴をご覧ください。  

 2．台中市靜宜(Jingyi）大学で韓国東北アジア経済学会と INAF 共催の東北アジア国

際フォーラムが１月１６~１９日前に開催されることになり、INAFから 4名（李所長、羽
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場久美子子副理事長、三村常任理事、葉 亭葶理事・国立中正大学准教授が参加予定。 

 

 

（２）1年間の INAF研究会開催報告 

 

第 18回 INAF研究会  

 日時：2023年 10月 29日（日）17:00～18:30時（オンライン、zoom） 

講師：イマニュエル・パストリッチ・アジア・インスティチュート所長・理事長 

テーマ：「アメリカの政治情勢と東北アジア戦略」 

 

第 1９回 INAF研究会 

日時：2023年 12月 6日（水）15:00～17:00 （オンライン、zoom） 

講師：河 信基（ハ シンギ）・INAF顧問・作家・評論家 

演題：ウクライナ戦争と日本有事―抑止の罠― 

「敵基地攻撃能力」保有は時限爆弾 

 

第 20 回 INAF 研究会 

日時：2024 年 1 月 13(土) 18:00～21:00 （オンライン、zoom） 

報告 1：韓国ソウル大学国際大学院・東アジア国際地域専攻修士課程・韓 承軒（Han 

Chengxuan） 

テーマ：米国の新冷戦ナラティブと中国の対応 

討論者：羽場 久美子/INAF 副理事長・青山学院大学名誉教授 

報告 2:早稲田大学院アジア太平洋研究科博士課程（予定）・安 家宇(An Jiayu) 

テーマ：中国の対外広報の役割と手法―外交部報道官システムとメディアの協業を中心 

に－ 

討論者：兪   敏浩・INAF 理事・名古屋商科大学国際学部教授 

 

INAF第 21回研究会 

日時：2024年 2月 26(月)18:00～21:00 （オンライン、zoom） 

テーマ：新しい時代の日韓関係のあり方と展望 
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ファシリテーター：佐渡友 哲・INAF常任理事 

問題提起：三村 光弘・INAF常任理事・新潟県立大学北東アジア研究所 

パネリスト：鄭 美愛(ジョン ミエ)・INAF理事・韓国世宗研究所 

川口 智彦・INAF常任理事・日本大学国際関係学部 

高 永喆（コ ヨンチョル）・INAF理事・元韓国国防省分析官・拓殖大学 

河 信基（ハ シンギ）・INAF顧問・作家、評論家 

菊池 嘉晃・金沢星稜大学人文学部 

Ｅ．パストリッチ・INAF理事・アジア・インスティチュート理事長 

      堤 一直・INAF理事・慶熙大学校アジア太平洋研究センター日本学研究所

首席研究員 

 

第２２回 INAF研究会 

日時：2024年 3月 30日（土）午後 18:00～20:00（オンライン、zoom） 

講師：小松昭夫・小松電機産業社長・会長、人間自然科学研究所理事長 

テーマ：「人類史の転換期における朝鮮半島と日本列島の地政学的役割」 

 

第２３回 INAF研究会 

日時：2024年 4月 25日（木）19:00～21:00 （オンライン、zoom） 

講師１：前口 憲幸・INAF理事・北陸中日新聞七尾支店長 

演題： 「能登半島地震 地元メディアはどう伝えたか 

ー取材者として被災者の１人としてー」 

講師２：川口 智彦・INAF副理事長・日本大学国際関係学部准教授 

演題：「ブータン：北朝鮮との若干の比較」 

 

第 24回 INAF研究会 

（アジア政経学会 2024年次大会 INAFセッション） 

統一テーマ： 

戦後台湾のトップ・リーダーたちの対日認識と政策：国民党を中心に 

日時：2024年 6月 15日（土）10:00～12:00 

司会：李 鋼哲 INAF所長 
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報告者 1：段 瑞聡・慶應義塾大学教授 

タイトル：佐藤栄作の台湾訪問と蔣介石の対応 

報告者２：陳 柏宇・新潟県立大学准教授 

タイトル：李登輝の対日観におけるアジア主義の考察 

報告者 3：深 串徹・島根県立大学准教授 

タイトル：馬英九の外交思想と対日政策 

討論者：武藤秀太郎・新潟大学教授、深町英夫・中央大学教授 

 

第 25回 INAF研究会（博論報告会） 

日時：2024年 6月 29日（土）19:00～21:00    （オンライン、zoom） 

報告１：李 娜 

テーマ：中国朝鮮族複言語話者の言語使用とアイデンティティに関する研究 

―延辺朝鮮族自治州の集住地域を事例に― 

討論者：李 東哲・東アジア日本学研究学会会長 

 

第２報告：松本 理可子・INAF理事・一般社団法人中国研究所研究員 

テーマ：改革開放後における北京老舗企業の発展戦略 

―全聚徳と同仁堂を事例として― 

討論者：朱 永浩・INAF理事・福島大学教授 

 

第 26回 INAF研究会及び新潟県立大学特別講義 

Political economy of COP28 and responses of Northeast Asian countries 

Date: July 29 (Mon.),2024. 16:30〜18:00  

Venue: University of Niigata Prefecture, 4208. & Real time Zoom streaming    

Facilitator：Kumiko HABA (羽場久美子)・Vice President of INAF, Region President 

of ISA Asia-Pacific  

Lecture１：Shagdar Enkhbayar 

Vice President of INAF & Professor of University. of Niigata Prefecture Economic and 

Social Research Institute for Northeast Asia 

Title：COP28 Reviewed, COP29 Previewed: A View on Climate Progress 
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Lecture２：Herlin CHIEN(簡赫琳) 

Professor, National Ping Tung University of Science and Technology (NPUST), 

Taiwan. Deputy CEO of Sustainable Development Office, NPUST, Taiwan. 

Host of TSH@NPUST (Taiwan Sustainability Hub site) 1.5 Degree Food and 

Consumption Transition.  

Title：Just Transition in Postcarbon Futures.   

Commentator： 

Emanuel Pastreich・Board member of INAF & President of Asia Institute 

Hsien-Ming LIN (林顯明 ), Assistant Professor, National Ping Tung University, 

Taiwan 

 

第 27回 INAF研究会(AFC:アジア未来会議 INAFセッション) 

日時：2024年 8月 10日（土）9:00～12:30   

場所：バンコク、チュラーロンコーン大学会議室 

第１セッション：（9:00～10:30） 

統一テーマ：北朝鮮経済の現状と開発戦略および政策-DPRKの現状認識と開発政策 

司 会: 李 鋼哲 

問題提起１： 北朝鮮経済に関する多面的分析 

姜 宇哲（カン・ウチョル）・韓国輸出入銀行北朝鮮開発センター研究員 

問題提起２．朝鮮民主主義人民共和国の統一、対外政策の変化と今後の開発の見通し 

三村 光弘（ミムラ ミツヒロ）・INAF理事・新潟県立大学北東アジア研究センター教授 

討論：  

齋藤光位・北韓大学院大学博士課程（韓国）・INAF研究員 

柳 学洙（リュウ・ハクス）・九州市立大学外国語学部国際関係学科准教授 

日本経済研究センター首席研究員 

川口 智彦・INAF理事・日本大学国際関係学部准教授 

 

第２セッション：（11:00～12:30） 

統一テーマ：周辺諸国と北朝鮮の経済関係と開発協力の可能性 

司会：川口 智彦・INAF理事・日本大学国際関係学部准教授 
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問題提起１．金正恩政権の対外経済政策と日韓との接点 

伊集院 敦・日本経済研究センター首席研究員 

問題提起２．北朝鮮の開発と日本・中国の経済支援と投資の可能性 

 李 鋼哲・INAF所長 

討論：  

エンクバヤル・INAF理事・新潟県立大学北東アジア研究センター教授 

朱 永浩（ズウ・ヨンホ）・INAF理事・福島大学経済学部教授 

金 崇培（キム・スンベ）・国立釜慶大学日文学部助教授 

林 泉忠(リム・チェンチュン)・武漢大学日本研究センター教授、センター長 

 

第 28回 INAF研究会(移民問題) 

日時：2024年 9月 8日（日）17:00～20:00時    （オンライン、zoom） 

講演１：楠根 重和・石川 EU協会会長・金沢大学名誉教授 

テーマ：移民、難民、少子化は人類の問題 

講演２：羽場 久美子・INAF副理事長・青山学院大学名誉教授 

テーマ：移民・難民問題―欧州ポピュリズムの根源と日本への教訓 

講演３：李 鋼哲・INAF所長） 

テーマ：日中韓台の移民政策の比較：現状と課題 

 

INAF新春講演会（第 29回研究会：沖縄問題） 

日時：2025年 2月 21（金）18:00～20:00時  （オンライン、zoom） 

司会：李 鋼哲・INAF所長 

講演者：野里 洋・元琉球新報専務取締役、論説委員長、沖縄・石川県人会長 

 演題：「沖縄を戦場ではなく東アジア平和センターに」 

討論者：桑原 豊・INAF顧問・元衆議院議員 

    羽場 久美子・INAF副理事長・青山学院大学名誉教授 

    林 泉忠・東京大学東洋文化研究所特任研究員・INAF理事・元琉球大学准教授・ 

 

INAF第 30回研究会（政策セミナー） 

日時：2025年 3月 21日（金）14:00～16:30  
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場所：アルカディア市ヶ谷私学会館鳳凰（西）会議室（オンライン zoomハイブリット）

主題：日朝国交正常化に向けた戦略および政策提言 

ファシリテーター：川口 智彦・INAF常任理事・日本大学国際関係学部准教授 

 開会挨拶：平川均・理事長 

基調講演：美根慶喜・平和外交研究所所長・元日朝国交正常化交渉日本代表 

パネリスト：和田春樹・東京大学名誉教授 

三村光弘・INAF常任任理事・新潟県立大学北東アジア研究所教授 

河 信基・INAF顧問・河信基グローバル平和戦略研究所（IGPS）所長 

川口 智彦・INAF常任理事・日本大学国際関係学部准教授 

エマンニュエル・パストリッチ・INAF理事・アジア・インスティチュート 理事長 

矢嶌 浩紀・INAF理事・元 NHK国際部副部長 

閉会のご挨拶：羽場久美子・INAF副理事長 

 

（３）第 2回東北アジア未来国際フォーラム 

The 2nd International forum for North-east Asian Future  

統一テーマ：激変する国際秩序の中の東北アジア地域協力可能性と課題 

Subject: Possibilities and challenges for regional cooperation in  rapid changing of 

the World order 

開催日時：2024年 11月 16日(土)会議： 10:00～18:30時 

                  17日（日）エクスカーション 

場所：石川県青少年総合研修センター第１研修室 

形式：対面＋オンライン形式（ハイブリッド：zoom） 

主催：一般社団法人・東北亜未来構想研究所（INAF） 

共催：早稲田大学東アジア国際関係研究所（劉 傑所長） 

モンゴル北東アジア安全保障戦略研究所（MINASS, ドルジスレン所長） 

後援団体：  

全日本中国朝鮮族連合会・発展基金会（徐 成日会長） 

北東アジア学会（会長:金 早雪） 

公益社団法人・日本モンゴル協会（理事長:窪田 新一） 

公益財団法人・渥美国際交流財団 (理事長：渥美 直紀)  
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北陸中日新聞 

東北亜新聞（社長：李 東烈） 

助成・賛助団体： 

株式会社 DigiFocus(社長：金 成徳) 

株式会社 AKS Trading(社長：金 東林) 

公益財団法人・石川県国際交流協会 

 

（４）台湾国際フォーラムの共催： 

韓国東北アジア経済学会と INAF 共催の東北アジア国際フォーラム台中市靜宜(Jingyi）

大学でが１月１６~１９日前に開催され、INAF から 4 名（李所長、羽場久美子子副理事

長、三村常任理事、葉 亭葶理事・国立中正大学准教授が参加。 

 

2024年年次総会・理事会での INAF事業報告書 

2024.11.16 

所長 李 鋼哲作成 

 

2023-24年度事業報告書 

 

議題Ⅰ．2022/23年度（2022年 10月 1日～23年 9月 30日） 

事業活動報告書 

（１）常任理事会開催記録（別紙１）（李 鋼哲所長） 

（２）編集委員会開催記録（別紙２、川口 智彦編集委員長） 

（３）研究会、フォーラム、国際シンポジウムなどの開催報告（別紙３、李 鋼哲所長） 

（４）日中関係研究プロジェクト進捗報告（別紙４、兪敏浩理事） 

（５）会計報告（別紙５：李 鋼哲所長） 

（６）ホーム・ページの運営、その他の報告(李 鋼哲所長) 

 

第 1回常任理事会開催記録（李 鋼哲所長） 

2023年 11月 18日（土）常任理事８名全員参加 

議題：来年度の第２回国際フォーラムに向けての準備について。 



東北亜未来構想研究所ジャーナル（第 3号,2025)     INAF Journal. Vol.3 (2025) 

174 

 

 ①フォーラムの統一テーマに関するご提案。 

 ②開催時期は秋ごろ、９～１１月の間。 

  場所は金沢市に決定 

 ③会議開催のための財団助成金の申請。東芝国際交流財団の助成申請を決定 

 ④その他 

 来年(2024年)は日本で開催し、再来年（2025年）はモンゴルのウランバートルで考え

ている。そのためには、韓国の東北アジア共同体文化財団は共催者になり 

モンゴルの関連団体も入れてもらうこと。 

  

第 2回 INAF常任理事会会議の報告 

2024年 9月 25日 19時 00分～21時 00分 Zoom Meeting (Online) 

 

議事録  作成日：2024年 9月 30日 作成者：朴香花事務局長 

第 回 INAF常任理事  

日時 2024年 9月 25日 19時 00分～21時 00分 

場所 Zoom Meeting (Online) 

出席者 

李所長、羽場先生、川口先生、佐渡友先生、三村先生、陳先生、 

矢島先生、朴 

資料 添付資料：資料 1、資料 2-1、資料 2-2、資料 3、資料 4 

議題内容 

議題  

1. 設立４周年（１０月１日）に向けた総 ・理事 開催について

（李） 

✓ 第２回フォーラム際の１１月 16日 11時半～12時半 

（お弁当食べながら行う） 

✓ 羽場先生はオンライン参加 

 

2. 第２回東北アジア未来国際フォーラムの企画案について（李） 
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(ア) 報告と説明 

✓ 報告者：李先生 

✓ 韓国の方及び若手研究者は、博論等の事情により欠席 

✓ 日中関係セッションは、東大の二方が参加 

✓ 第４部朝鮮族セッション 

✓ 朝鮮族連合 や朝鮮族起業家に寄付金を交渉中 

✓ 石川県国際交流基金から９万円の寄付があり、 場等の費用に使

う予定である。 

✓ 金曜日の夜、東京からバーンか、バスを借りて東京移動する計画

も建てている。 

✓ 韓国や東大からのゲストの旅費等のコストがかかると予想される 

 

3. 日中関係 150年研究 PJの進捗に関する報告 

✓ 報告者：陳先生 

✓ かなりのポテンシャルがあるチームになりつつある。 

✓ 早稲田や東大のメンバーに参加してもらう 

✓ 来年２月か、３月の科研費に向けて準備中 

 

4. 日本と朝鮮半島の関係研究 PJの立ち上げについて 

(ア) PJ立ち上げ準備について 

✓ 報告者：三村先生 

✓ 若手研究者にも参加してもらって業績につながるようにしたい 

✓ 参加メンバー等はまだ企画中 

✓ 今後の国交正常化が予想されるため、何かができたら良いと考え

中 

✓ 北東アジアは国家間は難しく、自治体交流が重要である（羽場先

生） 

 

5. INAFの YoutubeTV収録・放送スタートについての報告（矢嶌） 
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✓ 報告者：矢嶌先生 

✓ ２６年間 NHKで働いたノウハウを生かして、取り組みたい 

✓ 詳細な内容は、添付資料１を参照してください 

 

6. 研究所組織改編について（李） 

(ア) ＩＮＡＦ研究員規定の運用について 

① 例えば、研究プロジェクトの遂行にあたり、主席研究員など

の役職を設ける。 

✓ 要検討 

(イ) 財政基盤の再整備について 

① 「寄付金制度」を「 費制」＋「寄付金制度」に移行するこ

とについて  

✓  費制は良いが、上限額は１万元までだと思う。 

✓ 公益社団法人のためには財政基盤が必要である。 

(ウ) ➂事務局長の変更について 

✓ 川口先生から朴香花へ 

 

次回予定 2024年 11月 16日（第２回フォーラムの時に）  

11時半～12時半第２回フォーラム 

 

＊その他にも、メールでの常任理事会が開催され、理事、研究員、顧問の任命などで討

議。 

 

（２）編集委員会開催記録（川口 智彦編集委員長） 

前年度の編集委員会で決めた投稿規定の通り、 

    年  月  日下記の通りの案内を発信 

 

    ジャーナル第  号が下記のとおり当研究所のホームページに掲載されましたので

ご参照下さい。 
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     %  %  %      %  %  %  %  %  %  %  %  %  %  %  %  %  %  %  

%  %  %  %  %  %  %  %  %  %  %  %  %  %  %       

    %  %  %  %  %  %  %  %  %    

 

    年度版、    ジャーナル第  号への投稿募集を下記のとおり致します。 

投稿申請期間：    年   月  日まで 

原稿提出期間：    年   月  日まで 

投稿区分（省略） 

                               ジャーナル編集委員

会 

別紙３． 

（３）研究会、フォーラム、国際シンポジウムなどの開催報告 

①渥美国際交流財団主催、第 7回アジア未来会議（AFC）2024年 8月 9-12日、 

タイのバンコク開催に共催者として、ラウンド・テーブル企画を実行。 

「東アジア地域協力における朝鮮半島の統一と開発協力」 

INAF 理事・研究員 10 名が参加発表・討論、SGRA および外部専門家 5 名が参加・発

表・討論（別添資料） 

 

②INAF研究会（オンライン）開催 

 

別紙４． 

（４）日中関係研究プロジェクト進捗報告（兪敏浩理事） 

INAF研究プロジェクト 

2023年 10月 29日作成 

2024年 10月 3日修正 

研究テーマ：日中関係の 150年 

―中国のトップ・リーダーの対日認識から見る― 

プロジェクト・リーダーおよび分担は以下のとおり。 

① 清末：李鴻章（白 春岩） 

https://inaf.or.jp/publish-info/%e3%80%8einaf%e3%82%b8%e3%83%a3%e3%83%bc%e3%83%8a%e3%83%ab%e3%80%8f%e7%ac%ac%ef%bc%92%e5%8f%b7%ef%bc%882024-4pdf%e7%89%88%e6%8e%b2%e8%bc%89/
https://inaf.or.jp/publish-info/%e3%80%8einaf%e3%82%b8%e3%83%a3%e3%83%bc%e3%83%8a%e3%83%ab%e3%80%8f%e7%ac%ac%ef%bc%92%e5%8f%b7%ef%bc%882024-4pdf%e7%89%88%e6%8e%b2%e8%bc%89/
https://inaf.or.jp/publish-info/%e3%80%8einaf%e3%82%b8%e3%83%a3%e3%83%bc%e3%83%8a%e3%83%ab%e3%80%8f%e7%ac%ac%ef%bc%92%e5%8f%b7%ef%bc%882024-4pdf%e7%89%88%e6%8e%b2%e8%bc%89/
https://inaf.or.jp/publish-info/%e3%80%8einaf%e3%82%b8%e3%83%a3%e3%83%bc%e3%83%8a%e3%83%ab%e3%80%8f%e7%ac%ac%ef%bc%92%e5%8f%b7%ef%bc%882024-4pdf%e7%89%88%e6%8e%b2%e8%bc%89/
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② 中華民国：孫文（深町 英夫） 

③ 中華民国：蒋介石（段 瑞聡） 

④ 中華民国（台湾）：蒋介石（段 瑞聡） 

⑤ 中華民国（台湾）蒋経国、その他（林 泉忠） 

⑥ 中華民国（台湾）：李登輝（陳 柏宇） 

⑦ 中華民国（台湾）：馬英九（深串 轍） 

⑧ 中華民国時期：毛沢東（李 鋼哲） 

⑨ 中華人民共和国：毛沢東（兪 敏浩） 

⑩ 中華人民共和国：周恩来（武藤 秀太郎） 

⑪ 中華人民共和国：鄧小平（兪 敏浩） 

⑫ 中華人民共和国：江沢民（李 昊） 

⑬ 中華人民共和国：習近平（李 昊） 

 

本研究プロジェクトに参加予定のメンバーは、今までの研究の中で、本テーマに関連す

る研究実績を積んできた中堅の研究者により構成され、その研究成果も論文発表や書籍出

版などを通じて社会に発信してきた。 

 

１． 研究期間：暫定的に約 3年間で、研究成果を出版する形で社会に還元していく。 

     2026年春まで 

 

２． 研究 JPメンバー：10名  

兪 敏浩（Minhao Yu）・INAF理事・名古屋商科大学国際学部 教授 

研究分野：中国政治、東アジア国際関係 

  プロジェクト・リーダー 

  陳 柏宇・INAF理事・新潟県立大学国際地域学部準教授 

  研究分野：国際関係論、比較政治学 

  プロジェクト・コーディーネーター 

 白 春岩・INAF理事・早稲田大学商学学術院講師 

  研究分野：東アジア近代史 

  武藤 秀太郎・INAF理事・新潟大学経済科学部教授  
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  研究分野：東アジア思想史 

   深串 轍・島根県立大学 国際関係学部 准教授 

研究分野 ： 国際関係論、アジア史、アフリカ史  

段 瑞聡・慶應義塾大学教授 

研究分野：日中関係、蒋介石研究 

  深町 英夫・INAF理事・中央大学教授・人文科学研究所所長 

   研究分野：中国政治史・アジア太平洋国際関係 

  林 泉忠・INAF理事・東京大学東洋文化研究所特任研究員 

研究分野：東アジア国際関係、中国政治と外交、日中台関係 

李 昊・東京大学大学院法学政治学研究科准教授 

研究分野：比較政治、中国政治外交 

李 鋼哲・INAF所長（東北アジア地域研究専門） 

研究分野： 国際経済学・開発経済学 

 

本研究プロジェクトのスタートと今後の進行企画（案） 

今までの経緯： 

 本研究は 2022年 INAF李鋼哲所長が発案し、INAF理事の陳柏宇先生と相談してスタート

を切った。 

 2022年 9月 25日、北東アジア学会年次総会と学術大会（富山会議）の分科会で、 

李鋼哲が「中国のトップ・リーダーの対日認識と日中関係ー毛沢東時代から習近平時代ま

での変遷ー」というテーマで、陳柏宇先生が「中華民国設立から現在までの日中・日台関

係―孫文時代から蔡英文時代までの変遷」というテーマで発表し、学会の専門の先生の討

論を受けたが、総花的な内容であった。 

 その後、同年 10月 22日、INAF研究所と早稲田大学東アジア国際関係研究所（劉傑所長）

共催の共同国際シンポジウム「近現代日中関係への多角的な視点」で、李と陳がバージョ

ンアップしたものを発表した。 

 2023年春頃、兪 敏浩先生を INAF理事としてお迎えした後、この研究プロジェクトに興

味を持ち、科研費申請を検討するという話になった。まだ科研費は申請していないが、ま

ず財団助成の申請を兪先生中心に進めてきた。来年度に向けて科研費申請も射程に入れて

いる。 
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 その後、李、陳、兪３人で話し合い、関係の専門家先生を招聘してプロジェクトに参加

してもらうことになった。 

 2024 年 6 月 15 日に、アジア政経学会春季学術大会（神奈川大学）の自主分科会で台湾

のトップ・リーダーの対日認識について、第 1弾として報告・討論会が開催され、PJメン

バーの 3名（段先生、深串先生、陳先生）が報告し、2名の先生（武藤先生、深町先生）に

討論していただいた。会場には 40～50名くらいの学会員等集まった。 

 

今後の取り組み（進行計画案）： 

 以上の経緯を踏まえ、第 2弾として、今年の秋か冬に中華人民共和国部分をもって、フ

ォーラムを開催することを兪先生が提案し、早稲田大学の劉傑先生の東アジア国際関係研

究所と共催で催す予定を検討中である。 

 因みに、今年 11月 16日～17日（土、日）、金沢で INAF研究所主催の第 2回東北アジア

未来国際フォーラム」において、「日中関係に関する専門セッション」を設けて担当者の発

表と討論を行うことを考えている。可能であれば、PJメンバー全員が参加して討論し、共

通の問題意識を持つようにしたい。 

 

 2025年 2～3月の間に、PJメンバー全員が合宿して、さらに深く議論した後に、原稿執

筆に入ることができればと思う。 

もし、科研費や研究助成が取れた場合は、研究調査（海外調査を含め）を行い、それを

踏まえて原稿執筆に入る（兪先生が精力的に研究助成か科研費申請に向けて頑張っている）。 

 2026年春ころに、出版することを目標とする。 

  

 

（５）会計報告（省略） 

 

 

議題Ⅱ．2024/25年度（令和 7年度、2024年 10月 1日～25年 9月 30日） 

事業計画 

 

（１）11月 16日（土）2024-25年度 第 1回総会・理事会（1１:５０～１２:２0） 
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①2023-24年度事業報告 

②2024-25年度事業計画書 

 

 （２）研究会・シンポジウムおよびセミナーの開催： 

担当：李 鋼哲、羽場 久美子、川口 智彦 

オンライン orオフライン、毎月開催を目指す。 

① INAF顧問・理事・研究員の研究報告、外部学者や専門家、活動家などの講

演や報告 

② 韓国東北アジア経済学会の主導で、台湾の台中市靜宜大学で、INAFと三団

体による東北アジア国際フォーラム開催予定：2025年 1月 17-18予定。 

③ モンゴルウランバートルで、2025年夏（8-9月？）に第 3回東北アジア未来

国際フォーラム開催を検討、モンゴルの MINASS（ドルジスレン所長）と

INAFが共催、韓国東北アジア経済学会も共催、日本モンゴル協会（窪田新

一理事長）が後援・参加、について検討中 

④ その他 

     

（３）企画中の事業： 

 ①研究プロジェクト：日中関係 150年―中国のトップ・リーダーの対日認識から見る― 

 

（４）今後予定（企画検討）の事業 

 ①日本と朝鮮半島の関係に関する研究プロジェクトの検討： 

  2024年 10月に李鋼哲、三村光弘、川口智彦 3名によるオンライン会合にて検討。 

  a.三村常任理事が事業案を今年度末まで作成、 

  b.来年春ごろ、ソウル大学日本研究所との共同研究プロジェクトとして提案を検討 

  c．2026年春をめどに書籍を出版。財団の助成金や出版助成の申請を目指す。 

 

 ②地方自治体外交に関する研究プロジェクトの検討： 

  2024 年 8 月、東北アジア自治体団体連合の訪問（羽場久美子副理事長、李鋼哲所長）

をきっかけに、東北アジアにおける地方交流を今後の地域協力の戦略として推進すること

を目指して、羽場久美子、佐渡友哲、李鋼哲が中心に進めることを検討中。 
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  このプロジェクトもソウル大学日本研究所と共同研究することを提案予定。 

 

（４）事業予算書：（省略） 

 

以上  
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『東北亜未来構想研究所ジャーナル／INAFジャーナル』投稿規程 

  

１．【投稿資格】 投稿者は以下のいずれかの条件を満たす者とする。  

（１） 本研究所の役員、研究員、スタッフ、正会員、賛助会員、支援者、後援団体関係者 

（２） 本研究所の主催または共催で招聘した報告者  

（３） 上記（１）の者と共同執筆をする者  

（４） その他、編集委員会が投稿を認めた者  

 

２．【原稿の種類】 定款第３条に明記された分野・関心領域を内容とし、以下のいずれか

の種類の形式にまとめられたものとする。 

（１）研究論文（Article）＝20000字程度 

（２）研究ノート（Research Report）＝15000字程度 

（３）研究会レポート（Presentation Report）＝15000字程度 

（４）時事レポート（Report on Current Topics）＝3000 字程度 

（５）地域レポート（Local Report）＝3000 字程度 

（６）政策提言（Policy Proposals）＝6000 字程度 

（７）書評（Book Review）＝3000 字程度 

 

３．【投稿手続き】 投稿希望者は、「投稿申込書」に記入し、編集委員会と事務局宛てに電

子メールで送付する。 

（１）「投稿申込書」を受理した編集委員会は、記載に不備がないかを確認し、「受理通知」

「投稿規程」「原稿フォーマット」「執筆ガイドライン」を返送する。  

（２）書式、文体、引用文献、図表などの出所表現などの詳細については、別に定める「執

筆ガイドライン」による。  

（３）投稿申込書の送付先は、kawaguchi.tomohiko@nihon-u.ac.jp（川口智彦 編集委員長）、 

CC, kklichard@gmail.com（李鋼哲 所長）とする。  

 

４．【査読制度】 査読の対象となる投稿原稿は、「研究論文」のみとし、以下の手続きを経

るものとする。  

（１） 編集委員会が査読者（複数）を決定し依頼する。  
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（２） 査読の結果は編集委員会で協議して判定する。  

（３） 査読の審査項目や査読報告用紙については編集委員会が別に定める。 

 

５．【使用言語】 日本語、中国語、韓国・朝鮮語、ロシア語、英語のいずれかとする。 
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『東北亜未来構想研究所ジャーナル／INAFジャーナル』執筆ガイドライン 

 

1. 書式 

(１) Microsoft 社の Word 形式（.docまたは.docx）で提出する。 

 (２) 用紙は、Ａ４判用紙をタテ方向に用い、横書きとする。 

(３) 文字サイズは 10.5 ポイントとし、日本語用のフォントは MS 明朝、英数字用のフ

ォントは Century とする。 

（４）「原稿フォーマット」を利用し、1 ページの文字数は「横 40 字×縦 36 行」の 1440 

字（英文の Century 10.5 ポイントフォントで１行はスペースを含む 84字）、余白は「上

35ミリ、ほかは 30ミリ」とする（Wordの基本設定のまま）。 

 

２．執筆要領 

(１) 文体は「だ・である調（常体）」を使用する。 

(２) タイトルは原稿で使われている言語の他に、日本語と英文タイトルを付記する。 

(３) 執筆者の氏名は原稿で使われている言語の他に、英文アルファベットで姓、名の順で

書き、姓は全て大文字で表記する。（例：YAMADA Taro、MAO Jinping、PARK Ilsung、TRUMP 

Joeなど）。ただし、原稿内で使われる人名については慣用的な表記とする。 

(４)「キーワード」（5～10程度〕と「目次」を付記する。 

(５) 本文の最後に「参考文献」を列挙する。    

(６) 本文には、必ず「ページ番号」を付する。 

(７) 図・表には番号とタイトルを下方につけ、同時にその出所などを明記する。  

（８）引用する文献がある場合は、一般的に用いられている方式で、出典と該当ページを

明記し、「参考文献」の前に列挙する。 

（９）報告時のパワーポイント（.ppt）を原稿として使用する場合は、発表した学術会議

や研究会などと発表期日を明らかにし、200文字程度の要約を１ページ目に入れる。 

 

３．原稿内容の種類と字数 

（１）研究論文（Article）＝20000字程度 

（２）研究ノート（Research Report）＝15000字程度 

（３）研究会レポート（Presentation Report）＝15000字程度 
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（４）時事レポート（Report on Current Topics）＝3000 字程度 

（５）地域レポート（Local Report）＝3000 字程度 

（６）政策提言（Policy Proposals）＝6000 字程度 

（７）書評（Book Review）＝3000 字程度 
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INAF役員リスト/研究員リスト（2024.5.15時点） 

理事長：  平川 均  

副理事長： 羽場 久美子 

            Sh. エンクバヤル・新潟県立大学北東アジア研究所教授・所長 

川口 智彦・日本大学国際関係学部教授 

所長：    李 鋼哲 

常任理事： 佐渡友 哲・アジアユーラシア総合研究所理事 

      三村 光弘・新潟県立大学北東アジア研究所教授 

陳 柏宇・新潟県立大学国際地域学学部教授・ 

同大学院国際地域研究科教授・研究科長 

  理事： アンドレ・ベロフ・福井県立大学経済学部特命教授 

      朱 永浩・福島大学経済経営学類教授 

      朴 賢沢・月進会会長（尹奉吉義士暗葬地保存の会） 

      朴 在勲・(株)コリア・メディア部長 

      窪田 新一・日本モンゴル協会理事長 

      志田 義寧・北陸大学経済経営学部教授 

       前口 憲幸・北陸中日新聞記者・七尾支店長 

       佐藤 武・元九州大学教授 

       熊野 盛夫・金沢市議会議員 

      松本 理可子・目白大学外国語学部中国語学科非常勤講師・ 

一般社団法人中国研究所研究員 

      遠󠄁藤 英湖・『東方時報』『東方新報』特派記者 

      金 明花・神奈川大学講師 

      文元 章雄・弘益商事株式会社 代表取締役 

      葉 亭葶・国立中正大学歴史学科准教授 

      白 春岩・昭和女子大学講師 

      兪 敏浩・大東文化大学国際関係学部国際文化学科教授 

      武藤 秀太郎・新潟大学経済科学部教授 

      エマンニュエル・パストリッチ・アジア・インスティチュート 理事長 

      鄭 美愛・ソウル大学日本研究所客員研究委員 
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       堤 一直・大阪経済法科大学アジア太平洋研究センター 客員研究員 

      高 永喆・拓殖大学客員研究員 

      中藤 弘幸・株式会社 J & Resource Japan代表取締役 

宋 錫源 ・慶熙大学校 政経大学 政治外交学科教授 

       丘 偉国・東吳大学 政治学部助教 

       矢嶌 浩紀・元 NHK ソウル特派員 

       深町 英夫・中央大学教授・人文科学研究所所長 

       李 秀傑・(株)アジアン・ブリッジング・ディレクターズ 代表取締役 

       林 泉忠・東京大学東洋文化研究所特任研究員 

       金 崇培・国立釜慶大学助教授 

       許 寿童・三亜学院社会学院教授 

       段 瑞聡・慶應義塾大学商学部教授 

       坂口 雄介・北陸大学経済経営学部助教 

       中山 賢司・創価大学法学部准教授 

       横田 将司・八戸学院大学准教授 

監 事:  森田 聡・北陸大学経済経営学部准教授・森田聡税理士事務所所長 

 事務局長：朴 香花（兼研究員） 

最高顧問： 金 泳鎬・韓国壇国大学碩座教授 

  顧問： 岩本 莊太・元参議院議員 

      温井 克子・ヌクヌクハウス（NGO）代表 

      水野 満・元日本大学大学院グローバル・ビジネス研究科教授 

      馬 成三・静岡文化芸術大学名誉教授 

      河 信基・作家・評論家・グローバル平和外交戦略研究所（IGPS）所長 

 

主席研究員： 

堤 一直・大阪経済法科大学アジア太平洋研究センター 客員研究員 

 

研究員： 

李 安・筑波大学大学院人文社会ビジネス科学学術院博士後期課程 

齋藤 光位・北韓大学院博士後期課程 
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王 培璐・早稲田大学大学院社会科学研究科博士課程 

韓 承軒・啓徳教育（中国広州市）日本語教師 

白 林鑫・龍谷大学大学院社会学研究科ジャーナリズム・コース 修士課程 

李 叙侖・韓国 Handong International Law School研修生 

安 家宇・早稲田大学アジア太平洋研究センター国際関係学専攻博士課程 

尾﨑 圭蔵・延世大学国際関係研究科 

朴 香花・中部日本朝鮮族協会 

 

 

INAF後援団体：  

ヌクヌク・ハウス（NGO）  代表：温井 克子 

アジアン・フード BANCHAN 代表：温井 今淑 

株式会社 DigiFocus      代表取締役：金 成徳 

 

 

『INAFジャーナル』編集委員会： 

委員長：川口 智彦 

委員：佐渡友 哲 

アンドレ・ベロフ 

陳 柏宇 

遠󠄁藤 英湖 

李 安 

兪 敏浩 

 

 

 

 

 

 

 

https://inaf.or.jp/uncategorized/%e6%9c%b4-%e9%a6%99%e8%8a%b1%e3%83%bbinaf%e7%a0%94%e7%a9%b6%e5%93%a1%e5%85%bc%e4%ba%8b%e5%8b%99%e5%b1%80%e6%ac%a1%e9%95%b7/
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編集後記 

 

 前号で投稿募集の通知が遅れたという反省を踏まえて、今号については、2024年 6月 5日、

INAFジャーナル編集委員会よりジャーナルへの投稿を呼びかけるメールを発送した。その

結果、複数の投稿申請があった。しかし、残念ながら、諸事情により、ほとんどの論文が

申請取り下げとなった。 

 そのような中、投稿時点、韓国で延世大学大学院前期課程への入学準備を進めていた当

研究所研究員である尾崎氏からの投稿があったことは、当研修所の目標の一つである「若

手育成」という視点からして歓迎すべきものであった。編集委員会で同氏の投稿の扱いに

ついて検討した結果、投稿時点では学部卒業生であるということを勘案し、「研究ノート」

として掲載することとした。また、投稿論文がない中、当研究所の白理事には「書評」を

投稿して頂いた。お二人には、本来あるべき「投稿」という形で本ジャーナルに寄与して

頂いたことに編集委員会として感謝を申し上げる。 

 編集委員会では、前号同様に本号でも 2024年から 2025年にかけて開催された「AFC7円

卓会議」、「第２回東北アジア未来国際フォーラム」、「全球地緣政治危機、東北亞合作與機

遇」、「INAF研究会」を特集し、当該フォーラム等で報告されたパワーポイント資料や論文

を掲載することとした。基本的には当日、発表等で使用されたものであるが、一部につい

ては、その後の状況の変化等を踏まえて、修正・補完されている。 

 「編集後記」を書いている編集委員長の小職は、今号をもって委員長を辞すこととなっ

た。次期委員長は、新進気鋭の研究者とのことなので、是非とも、素晴らしいジャーナル

を刊行していただきたい。 

 

                           INAFジャーナル編集委員会 
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